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１１..  業業  務務  報報  告告  書書  

 

（（１１））事事  業業  概概  況況  

 

事事  業業  方方  針針  

当協会では、平成３０年４月に策定した６年間の長期経営計画において、 

「地域とつながる保証協会」を経営ビジョンに掲げ、この達成に向け前期３年

間の中期事業計画において重点的に取り組むテーマとして、次の３つを定めた。 

（１）力強い金融支援の実施による保証利用の推進 

（２）経営改善や事業再生に関する取り組みの推進 

（３）関係機関との連携強化・協働による経営支援の充実 

 

中期事業計画の最終年となる令和２年度においては、これらの重点事項に 

対応する次の５つの項目に注力しながら業務運営に努めることとした。 

① 力強い金融支援の実施 

② 創業者への支援強化 

③ 事業承継支援の強化 

④ 返済条件緩和先や小規模事業者への支援強化 

⑤ 効果的な経営支援の実施 

   

（保証業務） 

新型コロナの影響拡大により事業活動に著しい支障をきたしている中小  

企業・小規模事業者に対して、事業継続や雇用維持の観点から国・県・市町村の

施策に呼応し、積極的に資金繰り支援を行った。 

特に、令和２年５月から取扱いを開始した実質無利子・無担保保証制度に  

ついては、中小企業・小規模事業者への資金供給を迅速かつ円滑に実施すべく

金融機関等と連携し総力を挙げて取り組んだ。 

 

（期中管理及び経営支援業務） 

資金繰りに苦しむ返済条件緩和先に対し、秋田県中小企業再生支援協議会 

による特例リスケジュール計画に基づき、元金返済猶予や新型コロナ対策資金

による資金繰り支援を実施した。 

また、情報量の乏しい創業者に対し、フォローアップの一環としてダイレク

トメールによる金融・経営相談を実施するとともに、その後の資金繰り支援や

専門家派遣による販路拡大などの経営支援につなげた。 

  

− 1−



 

  なお、販路開拓に向けた商談会・ビジネスフェアへの出展支援については、

感染拡大防止のため止む無く中止とした。 

 

（回収業務） 

期中管理部門と求償権管理部門の連携により、要代位弁済先の調査および 

管理を強化するとともに、担保物件調査による担保処分の促進、一部弁済に  

よる保証人免除を伴う不定期回収の促進等を実施し、回収の最大化に努めた。 

 

金融支援、経営支援等を効果的に進めるため、コンプライアンス態勢の維持確

立に向けた取組を土台としつつ、各種研修会に職員を参加させ、個々の能力向上

に努めるなど、高い専門性とスキルを持った職員の育成に取り組んだ。 

また、新型コロナは、紙ベースが中心である協会業務にも影響を与えており、

感染症対策のみならず、情報の授受や保存をはじめとする事務効率化の必要性が

改めて浮き彫りとなったことから、当協会では「ＩＴ化等検討チーム」を立ち  

上げ、事前案件協議書の伝送化をはじめとする保証業務の電子化に着手した。 

 

経経  済済  情情  勢勢  

令和２年度の県内経済は、国内経済と同様に、新型コロナウイルス感染症（以

下「新型コロナ」という）の拡大に伴い、大きな影響を受けたものの、政府や自

治体による経済対策等に支えられ、個人消費や生産活動、製造業を中心とした

設備投資など全体として緩やかな持ち直しがみられた。 

また、県内の企業倒産においても、新型コロナ対策に係る中小企業向け資金

繰り支援などの効果もあり、東京商工リサーチの令和２年度の「秋田県企業倒

産状況」では、件数３０件（前年度４７件）、負債総額２９億９４百万円（前年

度５８億１８百万円）となっており、倒産件数は１９７１年（昭和４６年）から

の集計史上過去最少で、負債総額においても過去２番目に少ない金額となった。 

  しかしながら、３月下旬から再び全国的に感染者が急増しており、感染第４

波の動きがみられるなか、事態収束の目処は立っておらず、観光業や飲食業を

はじめとする県内中小企業・小規模事業者を取り巻く経営環境は引き続き厳し

い状況が続いている。 

 

    

− 2−



 

業業            績績  

このような経済情勢の中で、令和２年度の事業概況は次のとおりであった。 

 

１）保証承諾及び保証債務残高の状況 

保証業務については、新型コロナ対策資金の伸長により、保証承諾・保証 

残高ともに過去最高額となった。 

保証承諾は、１９，９９１件、２，８１５億６２百万円で、前年度に比べ  

件数で１２，１１４件（１５３．８％）、金額では２，０９９億３２百万円  

（２９３．１％）と大幅に増加した。 

また、保証残高は、３１，７４７件、３，３５４億９９百万円となり、前年 

度に比べ件数で５，７１５件（２２．０％）、金額で１，５５４億５４百万円

（８６．３％）と大幅に増加した。 

なお、重要課題として取り組んでいる「保証利用企業者数の確保」につい 

ては、１５，１８３企業と前年度末に比べ２，１２０企業増加した。 

２）延滞保証債務残高および代位弁済の状況 

期末所定期限経過保証債務残高（期限経過９０日超）は、２件 ６百万円と 

なった。（前年度２件 ７百万円） 

また、代位弁済（元利）は、１５７件、１１億５８百万円となり、前年度に

比べ２０５件（△５６．６％）、金額では１３億４９百万円（△５３．８％）

減少した。 

期末の代位弁済請求残高は、５件 ３１百万円となり、前年度に比べ件数で

１３件（△７２．２％）、金額では７０百万円（△６９．７％）減少した。 

なお、保証債務平均残高に対する代位弁済率は、０．４１％となり、前年度

に比べ０．９７ポイント減少した。 

３）求償権回収の状況 

求償権元本の回収額は、６７件 ７億２百万円となり、前年度に比べ件数で

７件（△９．５％）、金額で５百万円（△０．７％）減少した。 

また、損害金回収については４２百万円で、前年度に比べ２０百万円  

（△３１．８％）減少した。 

この結果、元本・損害金の回収総額は、７４４百万円となり、前年度に比べ

２５百万円（△３．２％）の減少となった。 
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事事  業業  のの  展展  望望  

当協会では、平成３０年４月に策定した６年間の長期経営計画において、「地

域とつながる保証協会」を経営ビジョンに掲げ、この達成のため、後期３年間の

中期事業計画において重点的に取り組むテーマとして次の４つを定めた。 

○ 力強い金融支援 

○ 適正保証の推進 

○ 経営改善や事業再生等の促進 

○ 関係機関との連携強化・協働 

 

令和３年度においては、引き続きコンプライアンス態勢の強化に向けた取組

を土台としつつ、上記の重点的な取組に対応する次の４つの項目に注力しなが

ら、中期事業計画の達成に向けて、役職員一人一人が高い目的意識を共有し、 

力を合わせてビジョンの実現に取り組む。この中でも特に、新型コロナの影響

を受ける中小企業・小規模事業者の金融・経営支援を最重要と認識し、新型コロ

ナ対策等の政府方針に迅速かつ積極的に呼応して、中小企業・小規模事業者の

支援に努めていく。 

 

 力強い金融支援の実施 

 適正保証の推進 

 新型コロナウイルス感染症による経営課題を抱える企業への  

フォローアップの実施 

 創業者、事業承継を模索する企業、返済条件緩和企業等への効果的な  

経営支援の実施 

 

 

令和３年度 事業計画主要数値 

 

保証承諾      ７００億円 

保証残高    ３，２５５億円 

保証債務平均残高   ３，３０６億円 

代位弁済       ４０億円 

求償権回収    ５．５億円 
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(２)　 庶務事項

令和2年 4 月 1 日 ○ 人事異動実施

○ 理事任命式

理事就任 関根浩一、三浦廣巳、杉山明生、田中一博

伊藤登志雄、新谷明弘、伊藤新、伊東冨男

北林貞男、佐々木哲男、猿田和三、高橋大輔

藤澤正義、穂積志、村岡淑郎

○ 第１回理事会

議案第１号 会長、副会長及び常務理事の互選について

議案第２号 役員の常勤について

議案第３号 常勤役員の報酬について

4 月 10 日 ○ 令和２年度経営計画書主務省等提出

4 月 23 日 ○ 令和元年度決算速報主務省等提出

5 月 12 日 ○ 令和元年度決算監査会、第１回監事会

5 月 20 日 ○ 第２回理事会（書面）

議案第１号 令和元年度事業報告及び決算承認について

議案第２号 給与規程の一部改正について

5 月 27 日 ○ 令和元年度事業報告書主務省等提出

5 月 28 日 ○ 資産総額変更登記 （資産の総額　22,646,804,615円）

6 月 3 日 ○ 業務方法書の一部変更認可（指令産政－３８１）

保証の金額の最高限度に関する事項

6 月 17 日 ○ 第１回コンプライアンス委員会

6 月 18 日 ○ 理事退任 伊東冨男

6 月 19 日 ○ 理事就任 池田秀

6 月 25 日 ○ 関連会社（保証協会債権回収株式会社、保証協会コンピュータ

サービス株式会社）の状況報告主務省等提出

7 月 6 日 ○ 外部評価委員会

8 月 4 日 ○ 第２回監事会

9 月 23 日 ○ 業務方法書の一部変更認可（指令産政－１０７１）

保証の金額の最高限度に関する事項

9 月 30 日 ○ 理事退任 高橋大輔

10 月 1 日 ○ 理事就任 清水剛

○ 監事再任 木村寿

長谷部弘輝

赤坂薫

○ 第３回理事会（書面）

議案第１号 監事の常勤について

議案第２号 常勤監事の報酬について

     年　月　日 記 事
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令和2年 10 月 29 日 ○ 業務方法書の一部変更認可（指令産政－１２９７）

保証の金額の最高限度に関する事項

11 月 9 日 ○ 第３回監事会

12 月 15 日 ○ 第４回理事会（書面）

議案第１号 就業規則の一部改正について

令和3年 2 月 4 日 ○ 第４回監事会

3 月 23 日 ○ 第５回理事会

議案第１号 中期事業計画（案）について

議案第２号 令和３年度経営計画（案）について

議案第３号 令和３年度収支予算（案）について

議案第４号 従たる事務所の業務に関する代理人選任について

3 月 26 日 ○ 第２回コンプライアンス委員会

3 月 30 日 ○ 第１回ハラスメント統括部署会議

3 月 31 日 ○ 保証協会債権回収（株）への業務委託解除（秋田営業所休止）

○ 理事退任 田中一博

○ 監事退任 木村寿

記 事    年　月　日
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（３）役 職 員       
 

イ 役職員数 
理   事 監   事 職   員 計 

１５（１１） ３（２） ５５ ７３（１３） 
（注） （  ）内は非常勤の理事、監事数を表す。 

 
ロ 役  員 
役 職 名      氏 名        現 職 理 事 就 任 月 日            備考 

会 長 理 事      関 根 浩 一 

理事 
平成２９年 ７月 １日 
会長 
平成２９年 ７月 ３日 

常 勤 

副会長理事      三 浦 廣 巳 

理事 
平成２５年１１月２６日 
副会長 
平成２５年１１月２６日 

非常勤 県商工会議所連合会会長 

常 務 理 事      杉 山 明 生 

理事 
令和 ２年 ４月 １日 
常務 
令和 ２年 ４月 １日 

常 勤 

理 事      田 中 一 博 平成２４年 ４月 １日 常 勤 

理   事 伊 藤 登志雄 平成２８年 ４月 １日 常 勤 

理 事      新 谷 明 弘 令和 ２年 ４月 １日 非常勤 秋田銀行頭取 

理 事      伊 藤   新 平成３１年 ４月 １日 非常勤 北都銀行頭取 

理   事 池 田   秀 令和 ２年 ６月１９日 非常勤 県信用金庫協会会長 

理 事      北 林 貞 男 平成２１年 ６月２３日 非常勤 県信用組合理事長 

理 事      佐々木 哲 男 平成２７年 ２月１７日 非常勤 県町村会会長 

理 事      猿 田 和 三 令和 ２年 ４月 １日 非常勤 県産業労働部長 

理 事      清 水   剛 令和 ２年１０月 １日 非常勤 商工組合中央金庫秋田支店長 

理 事      藤 澤 正 義 平成２６年 ６月１１日 非常勤 県中小企業団体中央会会長 

理 事      穂 積    志 平成２１年 ５月１５日 非常勤 県市長会会長 

理 事      村  岡  淑  郎 平成１０年 ５月２７日 非常勤 県商工会連合会会長 

監 事       木 村   寿 平成２８年 ４月 １日 常 勤  

監 事      長谷部  弘  輝 平成１８年１０月 １日 非常勤 税理士 

監 事      赤 坂   薫 平成２６年１０月 １日 非常勤 弁護士 
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（４）事 務 所 
 

名 称        開 設 年 月 日        所 在 地        備 考       

秋田県信用保証協会 昭和26年 8月 1日           秋田市旭北錦町 1 番 47 号 
（秋田県商工会館内） 

土地 844.69 ㎡ 
建物 1,594 ㎡ 

大 館 支 所  昭和28年 4月27日           大館市字三の丸 90 番地 土地 349.28 ㎡ 
建物 215.35 ㎡ 

能 代 支 所  昭和38年 2月 1日           能代市上町 6 番 28 号 土地 223.14 ㎡ 
建物 191.47 ㎡ 

本 荘 支 所  昭和40年 7月 1日           由利本荘市肴町 66 番地 4 土地 347.39 ㎡ 
建物 177.39 ㎡ 

大 曲 支 所  昭和30年 8月 1日           大仙市大曲浜町 2 番 2 号 土地 674.04 ㎡ 
建物 274.62 ㎡ 

横手・湯沢支所  平成 15 年 4 月 1 日 横手市神明町 2 番 27 号 
賃借 
土地 669.29 ㎡ 
建物 195.76 ㎡ 
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　※上記出えん金（累計）には、過去に金融安定化特別基金（中小企業金融安定化特別保証制度の実施に伴い創設された

基金。平成21年度末をもって廃止。）を造成するために出えんされた額1,880,000千円を含む。

（注）基金準備金の当期中増加欄の（　）には、収支差額変動準備金からの振替額を内数で記載。

計

区　分

農 林 中 央 金 庫

生 命 保 険 会 社

0

0

0

期　別

基 金

基 金 準 備 金

0

7,414

9,997,274

0 7,414

0

そ の 他

9,997,274

業 者 ・ 業 者 団 体

合　　　　計

0

（単位：千円）

当期中増加額 当期末

1,408

0

0

0

2,709

646

0

0

0

0

8,748,982

1,212,792

9,961,774

0

2,709

1,487

0

信 託 銀 行

計

損 害 保 険 会 社

そ の 他 金 融 機 関

28,086

0

長 期 信 用 銀 行

646

商工組合中央金庫

0

0 0

0

1,487

0

信 用 金 庫

0

0

0 28,086

0 17,899,595

22,187

17,877,407

（　　　　　　0）

7,029,471

0660

1,408

21,177

660

0

0

0

0

021,177

（単位：千円）

当 期 末

10,847,937 10,847,9370

0

0

当 期 中 増 加 額 当 期 中 減 少 額

7,051,658

前 期 末

（５）基本財産

イ　基本財産

ロ　出えん金（累計）

市 町 村

計

金 融 機 関

1,212,792

都 市 銀 行

22,187

地 方 公 共 団 体

8,748,982都 道 府 県

出えん者別

期　別
前期末 

9,961,774

0

0

地 方 銀 行

第二地方銀行協会加盟行

農 業 協 同 組 合

信 用 協 同 組 合

− 9−



※業者・業者団体のなかには（財）日本共同証券財団からの助成金の拠出（５，６９６千円）が含まれている。

0 8,266

2,730,663

8,266

2,730,663 0

2,722,397

0

2,722,3970

0

31,255

2,117,473

61,336

0

19,458

00

0

303,086

0 104,548

0 680

78,756

50

5,755

0

0

0

0

0

0

0

5,755

78,756

50

0

104,548

680

合 計

31,255

2,117,473

61,336

0

0

303,086

19,458

計

そ の 他

長 期 信 用 銀 行

信 用 金 庫

信 用 協 同 組 合

農 業 協 同 組 合

都 市 銀 行

地 方 銀 行

第二地方銀行協会加盟行

信 託 銀 行

業 者 ・ 業 者 団 体

商工組合中央金庫

農 林 中 央 金 庫

生 命 保 険 会 社

損 害 保 険 会 社

そ の 他 金 融 機 関

（単位：千円）

期　別

金 融 機 関

前 期 末 当 期 中 増 加 額 当 期 末
負担者別

ハ　金融機関等負担金（累計）
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（６）  業務内容
　

イ　保証の種類　

割引料率
の適用 保証料 保険料

280,000 (概ね) 運転　10年 あり 担　保：必要に応じ

組合  480,000 設備　15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 あり 担　保：必要に応じ

組合  480,000 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：原則不要

中小企業災害復旧資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 0.88 あり 担　保：必要に応じ

組合  480,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県経営安定資金融資保証制度 80,000 あり 担　保：必要に応じ 一部県

①経営安定資金受注減型 （②と合算） （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

〃 80,000 あり 担　保：必要に応じ 一部県

②経営安定資金連倒型 （①と合算） （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

〃 あり 担　保：必要に応じ 一部県

③借換枠（一般） （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

〃 あり 担　保：必要に応じ 一部県

④新型コロナウイルス感染症対策枠 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.40％）

秋田県セーフティネット保証制度 80,000 あり 担　保：必要に応じ

①経営安定資金受注減型 （②と合算） （1） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 80,000 あり 担　保：必要に応じ 一部県

②経営安定資金連倒型 （①と合算） （1） 保証人：原則法人代表者のみ （0.50%超の部分）

〃 50,000 あり 担　保：必要に応じ

③経営安定資金金融破綻型 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 あり 担　保：必要に応じ

④借換枠（一般） （1） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 0.88 あり 担　保：必要に応じ 一部県

⑤新型コロナウイルス感染症対策枠 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ （一律0.10%）

担　保：必要に応じ

保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田市中小企業振興資金保証制度 あり 担　保：必要に応じ

緊急経営支援資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

0.88 あり 担　保：必要に応じ

又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

50,000 1.23 あり 担　保：原則必要

組合  100,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 あり 担　保：必要に応じ

組合  480,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

海外 200,000 1.23 あり 担　保：必要に応じ

投資 組合  400,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県新事業展開資金融資保証制度 あり 担　保：必要に応じ 一部県

事業 事業革新資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ (0.60%超の部分）

転換 秋田県セーフティネット新事業支援保証制度 あり 担　保：必要に応じ 一部県

事業革新資金 （1） 保証人：原則法人代表者のみ （0.70%超の部分）

運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

設備 7年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県経営安定資金融資保証制度 運転 5年 あり 担　保：必要に応じ 一部県

経営力強化枠 設備 7年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

秋田県経営安定資金融資保証制度 あり 担　保：必要に応じ 一部県

借換枠（経営力強化） （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.40％）

秋田県経営安定資金融資保証制度 商工会議所、商工会連合会等から推薦を受けたもの 運転・設備 50,000 あり 担　保：必要に応じ 一部県

特別改善枠 再生支援協議会から推薦を受けたもの 運転・設備 80,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

秋田県セーフティネット保証制度 商工会議所、商工会連合会等から推薦を受けたもの 運転・設備 50,000 あり 担　保：必要に応じ

特別改善枠 再生支援協議会から推薦を受けたもの 運転・設備 80,000 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

国

0.76

市
由利本荘市ほか

4制度

県

大館市ほか
6制度

市

県 県

危機
関連

金融機関及び認定経営革新等支援機関の支援を受けつつ、自ら事業計画
の策定並びに計画の実行及び進捗の報告を行う中小企業者

運転･設備

県

秋田県危機関連融資保証制度 県内で事業を営むもので、危機関連保険の要件を具備する中小企業者 運転･設備 50,000 10年 0.70

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、売上減少等により経営の安定に支
障を来している中小企業者

運転･設備 50,000 10年 1.90～0.45

10年

運転･設備

7年

10年

1.90～0.45

秋田県新型コロナウイルス感染症対応融資保証制度
新型コロナウイルス感染症の影響を受け、売上減少等により経営の安定に支
障を来している中小企業者

運転･設備 60,000 10年

秋田県経営安定資金危機対策特別枠保証制度
新型コロナウイルス感染症の影響を受け、売上減少等により経営の安定に支
障を来している中小企業者

経

営

安

定

関

連

危機関連保証 危機関連保険の要件を具備する中小企業者 運転･設備 10年 0.80

50,000

公害防止融資保証制度
公害
防止

1.90～0.45

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、売上減少等により経営の安定に支
障を来している中小企業者

運転･設備

運転･設備 60,000 10年

市町村中小企業振興資金保証制度
各市町村で事業を行うもので、新型コロナウイルスの影響を受け、売上減少
等により経営の安定に支障を来している中小企業者

運転･設備 10,000～20,000 10年

10,000～20,000市町村中小企業振興資金保証制度 各市町村で事業を行うもので、危機関連保険の要件を具備する中小企業者 運転･設備

経営力強化保証制度

12年

中小企業振興資金災害復旧資金またはセーフティネット資金緊急経済対策
枠の残高があり、金融機関及び認定経営革新等支援機関の支援を受けつ
つ、自ら事業計画の策定並びに計画の実行及び進捗の報告を行う中小企業
者

種 類 （ 制 度 名 ）

激甚災害復旧融資保証制度

経営安定関連融資保証制度

　　普　通　保　証

災害
秋田県中小企業振興資金融資保証制度

体質
強化

備 考担保又は
保証人の徴求 借入金

保証限度額
（千円）

保証料率（年率%）

損失補償
補給金

その他
保証期間資金使途

倒産企業に対して売掛債権等を50万円以上有するもの

売上の減少等、業況悪化につき商工会等の認定を受けた中小企業

対 象

10年

運転・設備

保険法に基づく経営安定関連の要件を具備する中小企業者

倒産企業に対して売掛債権等を50万円以上有するもの

10年

海外投資関係資金融資保証制度

市

県

30,000

10年海外投資関係保険の要件を具備する中小企業者

中小企業等経営強化法の要件を具備する等で商工会等から認定を受けた
中小企業者

金融機関及び認定経営革新等支援機関の支援を受けつつ、自ら事業計画
の策定並びに計画の実行及び進捗の報告を行う中小企業者

運転･設備
中小企業等経営強化法の要件を具備する等で商工会等から認定を受けた
中小企業

運転･設備

公害防止保険の要件を具備する中小企業者

県

280,000

10年

10年 1.90～0.45

10年

0.88

1.75～0.45

10年

10年 0.88

県

1.90～0.45

2.00～0.45

県

県内で事業を営む中小企業者

運転･設備

運転・設備

運転・設備

運転・設備激甚災害の指定を受けた地域の罹災中小企業者

運転･設備

運転・設備

運転･設備

中小企業振興資金災害復旧資金、セーフティネット資金緊急経済対策枠の
残高があり、適切な事業計画を有している中小企業者

中小企業振興資金災害復旧資金またはセーフティネット資金緊急経済対策
枠の残高があり、適切な事業計画を有している中小企業者

売上の減少等、業況悪化につき商工会等の認定を受けた中小企業

破綻金融機関等と取引のあるもの 運転・設備

運転･設備

12年

280,000

1.90～0.45

0.88

1.90～0.45

0.88

0.88

1.90～0.45

10年

10年

200,000

1.90～0.45200,000

倒産事業者との取引が全取引額の20％以上ある等で経営に支障が生じてい
る中小企業

運転・設備

10年

県

運転･設備

運転･設備

10年

10年

県災害によって事務所等が罹災した中小企業者 運転・設備 30,000 10年

280,000

2.00～0.45

運転･設備

280,000

10年

0.88

200,000

1.05～0.85 なし

0.88

0.80
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（６）  業務内容
　

イ　保証の種類　

割引料率
の適用 保証料 保険料

280,000 (概ね) 運転　10年 あり 担　保：必要に応じ

組合  480,000 設備　15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 あり 担　保：必要に応じ

組合  480,000 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：原則不要

中小企業災害復旧資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 0.88 あり 担　保：必要に応じ

組合  480,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県経営安定資金融資保証制度 80,000 あり 担　保：必要に応じ 一部県

①経営安定資金受注減型 （②と合算） （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

〃 80,000 あり 担　保：必要に応じ 一部県

②経営安定資金連倒型 （①と合算） （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

〃 あり 担　保：必要に応じ 一部県

③借換枠（一般） （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

〃 あり 担　保：必要に応じ 一部県

④新型コロナウイルス感染症対策枠 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.40％）

秋田県セーフティネット保証制度 80,000 あり 担　保：必要に応じ

①経営安定資金受注減型 （②と合算） （1） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 80,000 あり 担　保：必要に応じ 一部県

②経営安定資金連倒型 （①と合算） （1） 保証人：原則法人代表者のみ （0.50%超の部分）

〃 50,000 あり 担　保：必要に応じ

③経営安定資金金融破綻型 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 あり 担　保：必要に応じ

④借換枠（一般） （1） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 0.88 あり 担　保：必要に応じ 一部県

⑤新型コロナウイルス感染症対策枠 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ （一律0.10%）

担　保：必要に応じ

保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田市中小企業振興資金保証制度 あり 担　保：必要に応じ

緊急経営支援資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

0.88 あり 担　保：必要に応じ

又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

50,000 1.23 あり 担　保：原則必要

組合  100,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 あり 担　保：必要に応じ

組合  480,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

海外 200,000 1.23 あり 担　保：必要に応じ

投資 組合  400,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県新事業展開資金融資保証制度 あり 担　保：必要に応じ 一部県

事業 事業革新資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ (0.60%超の部分）

転換 秋田県セーフティネット新事業支援保証制度 あり 担　保：必要に応じ 一部県

事業革新資金 （1） 保証人：原則法人代表者のみ （0.70%超の部分）

運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

設備 7年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県経営安定資金融資保証制度 運転 5年 あり 担　保：必要に応じ 一部県

経営力強化枠 設備 7年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

秋田県経営安定資金融資保証制度 あり 担　保：必要に応じ 一部県

借換枠（経営力強化） （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.40％）

秋田県経営安定資金融資保証制度 商工会議所、商工会連合会等から推薦を受けたもの 運転・設備 50,000 あり 担　保：必要に応じ 一部県

特別改善枠 再生支援協議会から推薦を受けたもの 運転・設備 80,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

秋田県セーフティネット保証制度 商工会議所、商工会連合会等から推薦を受けたもの 運転・設備 50,000 あり 担　保：必要に応じ

特別改善枠 再生支援協議会から推薦を受けたもの 運転・設備 80,000 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

国

0.76

市
由利本荘市ほか

4制度

県

大館市ほか
6制度

市

県 県

危機
関連

金融機関及び認定経営革新等支援機関の支援を受けつつ、自ら事業計画
の策定並びに計画の実行及び進捗の報告を行う中小企業者

運転･設備

県

秋田県危機関連融資保証制度 県内で事業を営むもので、危機関連保険の要件を具備する中小企業者 運転･設備 50,000 10年 0.70

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、売上減少等により経営の安定に支
障を来している中小企業者

運転･設備 50,000 10年 1.90～0.45

10年

運転･設備

7年

10年

1.90～0.45

秋田県新型コロナウイルス感染症対応融資保証制度
新型コロナウイルス感染症の影響を受け、売上減少等により経営の安定に支
障を来している中小企業者

運転･設備 60,000 10年

秋田県経営安定資金危機対策特別枠保証制度
新型コロナウイルス感染症の影響を受け、売上減少等により経営の安定に支
障を来している中小企業者

経

営

安

定

関

連

危機関連保証 危機関連保険の要件を具備する中小企業者 運転･設備 10年 0.80

50,000

公害防止融資保証制度
公害
防止

1.90～0.45

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、売上減少等により経営の安定に支
障を来している中小企業者

運転･設備

運転･設備 60,000 10年

市町村中小企業振興資金保証制度
各市町村で事業を行うもので、新型コロナウイルスの影響を受け、売上減少
等により経営の安定に支障を来している中小企業者

運転･設備 10,000～20,000 10年

10,000～20,000市町村中小企業振興資金保証制度 各市町村で事業を行うもので、危機関連保険の要件を具備する中小企業者 運転･設備

経営力強化保証制度

12年

中小企業振興資金災害復旧資金またはセーフティネット資金緊急経済対策
枠の残高があり、金融機関及び認定経営革新等支援機関の支援を受けつ
つ、自ら事業計画の策定並びに計画の実行及び進捗の報告を行う中小企業
者

種 類 （ 制 度 名 ）

激甚災害復旧融資保証制度

経営安定関連融資保証制度

　　普　通　保　証

災害
秋田県中小企業振興資金融資保証制度

体質
強化

備 考担保又は
保証人の徴求 借入金

保証限度額
（千円）

保証料率（年率%）

損失補償
補給金

その他
保証期間資金使途

倒産企業に対して売掛債権等を50万円以上有するもの

売上の減少等、業況悪化につき商工会等の認定を受けた中小企業

対 象

10年

運転・設備

保険法に基づく経営安定関連の要件を具備する中小企業者

倒産企業に対して売掛債権等を50万円以上有するもの

10年

海外投資関係資金融資保証制度

市

県

30,000

10年海外投資関係保険の要件を具備する中小企業者

中小企業等経営強化法の要件を具備する等で商工会等から認定を受けた
中小企業者

金融機関及び認定経営革新等支援機関の支援を受けつつ、自ら事業計画
の策定並びに計画の実行及び進捗の報告を行う中小企業者

運転･設備
中小企業等経営強化法の要件を具備する等で商工会等から認定を受けた
中小企業

運転･設備

公害防止保険の要件を具備する中小企業者

県

280,000

10年

10年 1.90～0.45

10年

0.88

1.75～0.45

10年

10年 0.88

県

1.90～0.45

2.00～0.45

県

県内で事業を営む中小企業者

運転･設備

運転・設備

運転・設備

運転・設備激甚災害の指定を受けた地域の罹災中小企業者

運転･設備

運転・設備

運転･設備

中小企業振興資金災害復旧資金、セーフティネット資金緊急経済対策枠の
残高があり、適切な事業計画を有している中小企業者

中小企業振興資金災害復旧資金またはセーフティネット資金緊急経済対策
枠の残高があり、適切な事業計画を有している中小企業者

売上の減少等、業況悪化につき商工会等の認定を受けた中小企業

破綻金融機関等と取引のあるもの 運転・設備

運転･設備

12年

280,000

1.90～0.45

0.88

1.90～0.45

0.88

0.88

1.90～0.45

10年

10年

200,000

1.90～0.45200,000

倒産事業者との取引が全取引額の20％以上ある等で経営に支障が生じてい
る中小企業

運転・設備

10年

県

運転･設備

運転･設備

10年

10年

県災害によって事務所等が罹災した中小企業者 運転・設備 30,000 10年

280,000

2.00～0.45

運転･設備

280,000

10年

0.88

200,000

1.05～0.85 なし

0.88

0.80

− 12−



割引料率
の適用 保証料 保険料

種 類 （ 制 度 名 ）
備 考担保又は

保証人の徴求 借入金

保証限度額
（千円）

保証料率（年率%）

損失補償
補給金

その他
保証期間資金使途対 象

新事業開拓資金融資保証制度 200,000 1.23 あり 担　保：必要に応じ

新事業開拓保証 組合 　 400,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 300,000 運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

特定新技術事業活動関連保証 組合 　 600,000 設備 7年 （1）（2） 保証人：必要に応じ

〃 300,000 運転 5年 1.23 あり 担　保：必要に応じ

経営革新関連保証 組合 　 600,000 設備 7年 又は1.07 （1）（2） 保証人：必要に応じ

〃 400,000 運転 5年 1.23 あり 担　保：必要に応じ

組合  　600,000 設備 7年 又は1.07 （1）（2） 保証人：必要に応じ

880,000 運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

組合　1,280,000 設備 7年 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

200,000 1.23 あり 担　保：必要に応じ

組合　  400,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県再生可能エネルギー関連融資保証制度 あり 担　保：必要に応じ

再生可能エネルギー設備資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 　 あり 担　保：必要に応じ 一部県

再生可能エネルギー導入支援資金 　 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

企業 異なる二者以上の中小企業者等が連携して商品開発等を行う あり 担　保：必要に応じ 一部県

連携 など、一定の要件を具備する中小企業者 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （0.60%超の部分）

当座 あり 担　保：5千万円超原則必要

貸越 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：原則不要

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

業歴1年以上、従業員20人以下(商業・サービス業5人以下)、 あり 担　保：原則不要

最近2年間の決算で一定の要件を具備する小規模業者 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

労働力 280,000 0.99 あり 担　保：必要に応じ

確　保 組合　  480,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

中小小売商業関連保証制度 280,000 0.99 あり 担　保：必要に応じ

小売 中小小売商業関連保証 組合 　 480,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

商業 〃 1.34 あり 担　保：必要に応じ

商店街整備等支援関連保証 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

中堅 運転 5年 無担保 0.65 担　保：1億超要

企業 設備 7年 有担保 0.75 保証人：原則法人代表者のみ

創業・創業等関連保証制度 20,000 あり 担　保：不要

①創業関連保証 （②と合算） （1） 保証人：法人代表者のみ

〃 20,000 あり 担　保：不要

②再挑戦支援保証 （①と合算） （1） 保証人：法人代表者のみ

〃 あり 担　保：不要

③創業等関連保証 （1） 保証人：法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県創業支援資金融資保証制度 あり 担　保：不要 県

①創業支援資金 （1） 保証人：原則法人代表者のみ （0.18%）

〃 あり 担　保：不要 県

②創業支援資金女性・若者支援枠 （1） 保証人：原則法人代表者のみ （全額）

あり 担　保：必要に応じ

新分野進出資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

0.88 あり 担　保：不要

又は0.76 （1）（2） 保証人：不要

あり 担　保：不要

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

200,000 あり 担　保：流動資産

（80％の割合保証） （1） 保証人：法人代表者のみ

100,000 あり 担　保：流動資産

流動資産担保資金 （80％の割合保証） （1） 保証人：法人代表者のみ

200,000 あり 担　保：売掛債権

（80％の割合保証） （1） 保証人：法人代表者のみ

異分野連携新事業分野開拓関連特別保証制度

15年

設備

運転・設備中小企業等経営強化法の要件を具備する中小企業者

中小企業等経営強化法の要件を具備する中小企業者

エ

ネ

ル

ギ
ー

新

事

業

開

拓

再生可能エネルギーに係る発電設備を設置し、主として発電事業を行う中小
企業者

エネルギー対策保証制度

280,000

運転･設備 50,000

カード
ローン

小規模企業者カードローン当座貸越根保証制度

流動
資産

市町村中小企業創業資金保証制度

創

業

下請振興関連保証制度

秋田市無担保無保証人保証制度

労働力確保関連保証制度

流動資産担保融資保証制度

在庫、売掛債権等の流動資産を担保として活用する中小企業者

県内で新たに事業をおこなおうとするもので、女性及び35歳未満のもの

秋田市中小企業振興資金保証制度

秋田県中小企業連携支援融資保証制度

県内で新たに事業をおこなおうとするもの

産業競争力強化法に定める認定連携創業支援事業を実施する一般社団法
人等

新事業開拓保険の要件を具備する中小企業者

破綻金融機関等と取引のある中堅企業

中小小売商業者の近代化を支援する公益法人

労働力確保法の要件を具備する中小企業者

中小企業等経営強化法の要件を具備する中小企業者

産業競争力強化法に定める創業者

中堅企業特別保証制度

事業者カードローン当座貸越根保証制度
業歴3年以上、与信取引6ヶ月以上、ＣＲＤスコアリングが基準以上等の要件
を具備する中小企業者

当座貸越（貸付専用型）根保証制度
業歴3年以上、与信取引6ヶ月以上、ＣＲＤスコアリングが基準以上等の要件
を具備する中小企業者

異分野連携新事業分野開拓関連保証

エネルギー対策保険の要件を具備する中小企業者

再生可能エネルギーに係る発電設備を設置し、主として発電事業を行う中小
企業者

秋田県中小企業振興資金保証制度

親事業者に対する売掛債権を保有し、下請中小企業振興法に定める振興事
業を実施する中小企業者

在庫、売掛債権等の流動資産を担保として活用する中小企業者

秋田市で新たに分社化しようとする中小企業者

運転・設備

運転・設備

中小企業等経営強化法の要件を具備する中小企業者

産業競争力強化法に定める再挑戦者

中小小売商業振興法の要件を具備する中小企業者

連携創業支援等関連保証制度

秋田市を主たる事業所とする創業５年未満の小規模事業者

運転･設備

運転・設備

運転・設備

運転･設備

運転･設備

県

1.90～0.45

1.62～0.39

2年 1.62～0.39

10年

2年

2年

10年

15年

運転･設備

10年

15年

運転･設備

運転･設備

運転･設備

0.88

0.88

1.90～0.45

1.62～0.39

10年

10,000～20,000各市町村で事業を行うもので、産業競争力強化法に定める創業者

運転･設備

設備

運転･設備

10年

10,000 10年

10年

15,000

35,000

1年

10年

1年

0.8825,000

0.68

0.88

280,000 10年運転・設備

280,000

10年

10年

1.23～0.68

県

県

設備

運転･設備 3,000

運転･設備

280,000

20,000

市1.90～0.45

0.88

運転・設備

設備

なし500,000

運転･設備

運転･設備

1.44～1.07

1.07設備 200,000

運転･設備

10年

1年

1.15

0.68

10年

中小企業等経営強化法に定める創業者または新規中小企業者

10年

運転・設備

5,000 市

市
秋田市ほか

16制度

0.56

0.88
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割引料率
の適用 保証料 保険料

種 類 （ 制 度 名 ）
備 考担保又は

保証人の徴求 借入金

保証限度額
（千円）

保証料率（年率%）

損失補償
補給金

その他
保証期間資金使途対 象

新事業開拓資金融資保証制度 200,000 1.23 あり 担　保：必要に応じ

新事業開拓保証 組合 　 400,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 300,000 運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

特定新技術事業活動関連保証 組合 　 600,000 設備 7年 （1）（2） 保証人：必要に応じ

〃 300,000 運転 5年 1.23 あり 担　保：必要に応じ

経営革新関連保証 組合 　 600,000 設備 7年 又は1.07 （1）（2） 保証人：必要に応じ

〃 400,000 運転 5年 1.23 あり 担　保：必要に応じ

組合  　600,000 設備 7年 又は1.07 （1）（2） 保証人：必要に応じ

880,000 運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

組合　1,280,000 設備 7年 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

200,000 1.23 あり 担　保：必要に応じ

組合　  400,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県再生可能エネルギー関連融資保証制度 あり 担　保：必要に応じ

再生可能エネルギー設備資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 　 あり 担　保：必要に応じ 一部県

再生可能エネルギー導入支援資金 　 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

企業 異なる二者以上の中小企業者等が連携して商品開発等を行う あり 担　保：必要に応じ 一部県

連携 など、一定の要件を具備する中小企業者 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （0.60%超の部分）

当座 あり 担　保：5千万円超原則必要

貸越 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：原則不要

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

業歴1年以上、従業員20人以下(商業・サービス業5人以下)、 あり 担　保：原則不要

最近2年間の決算で一定の要件を具備する小規模業者 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

労働力 280,000 0.99 あり 担　保：必要に応じ

確　保 組合　  480,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

中小小売商業関連保証制度 280,000 0.99 あり 担　保：必要に応じ

小売 中小小売商業関連保証 組合 　 480,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

商業 〃 1.34 あり 担　保：必要に応じ

商店街整備等支援関連保証 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

中堅 運転 5年 無担保 0.65 担　保：1億超要

企業 設備 7年 有担保 0.75 保証人：原則法人代表者のみ

創業・創業等関連保証制度 20,000 あり 担　保：不要

①創業関連保証 （②と合算） （1） 保証人：法人代表者のみ

〃 20,000 あり 担　保：不要

②再挑戦支援保証 （①と合算） （1） 保証人：法人代表者のみ

〃 あり 担　保：不要

③創業等関連保証 （1） 保証人：法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県創業支援資金融資保証制度 あり 担　保：不要 県

①創業支援資金 （1） 保証人：原則法人代表者のみ （0.18%）

〃 あり 担　保：不要 県

②創業支援資金女性・若者支援枠 （1） 保証人：原則法人代表者のみ （全額）

あり 担　保：必要に応じ

新分野進出資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

0.88 あり 担　保：不要

又は0.76 （1）（2） 保証人：不要

あり 担　保：不要

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

200,000 あり 担　保：流動資産

（80％の割合保証） （1） 保証人：法人代表者のみ

100,000 あり 担　保：流動資産

流動資産担保資金 （80％の割合保証） （1） 保証人：法人代表者のみ

200,000 あり 担　保：売掛債権

（80％の割合保証） （1） 保証人：法人代表者のみ

異分野連携新事業分野開拓関連特別保証制度

15年

設備

運転・設備中小企業等経営強化法の要件を具備する中小企業者

中小企業等経営強化法の要件を具備する中小企業者

エ

ネ

ル

ギ
ー

新

事

業

開

拓

再生可能エネルギーに係る発電設備を設置し、主として発電事業を行う中小
企業者

エネルギー対策保証制度

280,000

運転･設備 50,000

カード
ローン

小規模企業者カードローン当座貸越根保証制度

流動
資産

市町村中小企業創業資金保証制度

創

業

下請振興関連保証制度

秋田市無担保無保証人保証制度

労働力確保関連保証制度

流動資産担保融資保証制度

在庫、売掛債権等の流動資産を担保として活用する中小企業者

県内で新たに事業をおこなおうとするもので、女性及び35歳未満のもの

秋田市中小企業振興資金保証制度

秋田県中小企業連携支援融資保証制度

県内で新たに事業をおこなおうとするもの

産業競争力強化法に定める認定連携創業支援事業を実施する一般社団法
人等

新事業開拓保険の要件を具備する中小企業者

破綻金融機関等と取引のある中堅企業

中小小売商業者の近代化を支援する公益法人

労働力確保法の要件を具備する中小企業者

中小企業等経営強化法の要件を具備する中小企業者

産業競争力強化法に定める創業者

中堅企業特別保証制度

事業者カードローン当座貸越根保証制度
業歴3年以上、与信取引6ヶ月以上、ＣＲＤスコアリングが基準以上等の要件
を具備する中小企業者

当座貸越（貸付専用型）根保証制度
業歴3年以上、与信取引6ヶ月以上、ＣＲＤスコアリングが基準以上等の要件
を具備する中小企業者

異分野連携新事業分野開拓関連保証

エネルギー対策保険の要件を具備する中小企業者

再生可能エネルギーに係る発電設備を設置し、主として発電事業を行う中小
企業者

秋田県中小企業振興資金保証制度

親事業者に対する売掛債権を保有し、下請中小企業振興法に定める振興事
業を実施する中小企業者

在庫、売掛債権等の流動資産を担保として活用する中小企業者

秋田市で新たに分社化しようとする中小企業者

運転・設備

運転・設備

中小企業等経営強化法の要件を具備する中小企業者

産業競争力強化法に定める再挑戦者

中小小売商業振興法の要件を具備する中小企業者

連携創業支援等関連保証制度

秋田市を主たる事業所とする創業５年未満の小規模事業者

運転･設備

運転・設備

運転・設備

運転･設備

運転･設備

県

1.90～0.45

1.62～0.39

2年 1.62～0.39

10年

2年

2年

10年

15年

運転･設備

10年

15年

運転･設備

運転･設備

運転･設備

0.88

0.88

1.90～0.45

1.62～0.39

10年

10,000～20,000各市町村で事業を行うもので、産業競争力強化法に定める創業者

運転･設備

設備

運転･設備

10年

10,000 10年

10年

15,000

35,000

1年

10年

1年

0.8825,000

0.68

0.88

280,000 10年運転・設備

280,000

10年

10年

1.23～0.68

県

県

設備

運転･設備 3,000

運転･設備

280,000

20,000

市1.90～0.45

0.88

運転・設備

設備

なし500,000

運転･設備

運転･設備

1.44～1.07

1.07設備 200,000

運転･設備

10年

1年

1.15

0.68

10年

中小企業等経営強化法に定める創業者または新規中小企業者

10年

運転・設備

5,000 市

市
秋田市ほか

16制度

0.56

0.88

− 14−



割引料率
の適用 保証料 保険料

種 類 （ 制 度 名 ）
備 考担保又は

保証人の徴求 借入金

保証限度額
（千円）

保証料率（年率%）

損失補償
補給金

その他
保証期間資金使途対 象

280,000 運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

200,000 あり 担　保：必要に応じ

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000

組合　 480,000 3年

（80％の割合保証）

280,000 0.80 あり 担　保：必要に応じ

組合　 480,000 又は1.0 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県再建企業特別融資保証 あり 担　保：必要に応じ 一部県

事業再生資金 （2） 保証人：原則法人代表者のみ （1.20%超の部分）

〃 あり 担　保：原則不要 一部県

再起支援資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （0.18%）

一括 1,000,000 あり 担　保：必要に応じ

支払 （70％の割合保証） （2） 保証人：不要

一般　20,000 一般 5年 1.90～0.60 あり 担　保：必要に応じ

小口   5,000 小口 10年 2.20～0.70 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：不要

（1） 保証人：不要

あり 担　保：原則不要

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県中小企業振興資金融資保証制度 20,000 運転 7年 あり 担　保：必要に応じ 一部県

①小規模事業振興資金 （②と合算） 設備 10年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （0.45又は0.50%超の部分）

〃 20,000 運転 7年 あり 担　保：必要に応じ 一部県

②小規模事業振興資金ＩＣＴ導入支援枠 （①と合算） 設備 10年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （0.45又は0.50%超の部分）

運転 7年 あり 担　保：原則不要 一部県

設備 10年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （0.50%超の部分）

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：原則不要

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田市中小企業振興資金保証制度 50,000 あり 担　保：必要に応じ

設備近代化資金 組合 　 100,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 あり 担　保：必要に応じ

商店街空き店舗等利用資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 あり 担　保：必要に応じ

商業施設整備資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ  

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

運転 5～15年 あり 担　保：必要に応じ

設備 5～20年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

135,000 あり 担　保：必要に応じ

組合 　 255,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県中小企業振興資金融資保証制度 100,000 運転 7年 あり 担　保：必要に応じ 一部県

①一般資金固定金利型 （②、③、④と合算） 設備 10年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

〃 100,000 運転 10年 あり 担　保：必要に応じ 一部県

②一般資金変動金利型 （①、③、④と合算） 設備 15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

〃 運転 10年

設備 15年

（最大0.30％）

〃 運転 10年

設備 15年

（最大0.30％）

1.80～0.35 あり 担　保：必要に応じ

又は0.78 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

運転･設備 1.90～0.45

当該市町村で1年以上の営業実績があり市町村民税を完納している中小企
業者

5,000

長

期

経営相談付長期設備資金保証
県内で1年以上事業を営む中小企業者であって、専門家による経営相談を
受けられる者

運転･設備 20,000～280,000

一括決済方式による資金調達を行う中小企業者

事業再生円滑化関連保証

長期経営資金保証制度

由利本荘市で1年以上事業を営み、市税を完納している中小企業者

市町村小口零細企業保証制度

業歴3年以上、与信取引1年以上、最近2年間の決算で利益計上、債務超過
でない等の用件後具備する中小企業者

従業員20人以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業5人以下）の小規模企業者のうち、支援機関
の指導を受け、ＩＣＴの導入や利活用を図ろうとするもの

大館市中小企業機械類設備資金融資
保証制度

大館市で1年以上事業を営み、市税を完納している中小企業者

市町村中小企業振興資金保証制度

小口零細企業保証制度小

口

事

業

再

生

法的な再建手続を行う中小企業者であって、事業の再建に合理的な見通し
が認められるもの

長期安定資金保証制度

④一般資金働き方改革支援枠変動金利型

秋田県小口零細企業保証制度

設

備

従業員20人以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業5人以下）で、保証付融資残高の合計が
20,000千円以内となる小規模企業者

従業員20人以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業5人以下）の小規模企業者

由利本荘市中小企業振興資金特例保証制度

共同施設設置事業等を行う組合等

一括支払契約保証制度

店舗近代化を行う中小企業者

事業再生計画実施関連保証 認定支援機関の支援のもと事業再生を行う中小企業者

特定中小企業再生支援関連保証制度

特別小口保険の要件を具備する小規模企業者

法的な再建手続を行う中小企業者であって、事業の再建に合理的な見通し
が認められるもの

産業競争力強化法に基づき、経済産業大臣から認定支援機関とされた商工
会等

従業員20人以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業5人以下）で、保証付融資残高の合計が
20,000千円以内となる小規模企業者

従業員20人以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業5人以下）で、保証付融資残高の合計が
20,000千円以内となる小規模企業者

空店舗の活用を行う中小企業者

事業再生保証制度

県内で1年以上事業を営んでおり、健康経営優良法人（経済産業省認定）、
ユースエール、えるぼし、くるみん、プラチナくるみん、（いずれも厚生労働省
認定）のいずれかを取得している中小企業者

県内で1年以上事業を営む中小企業者

県内で1年以上事業を営んでおり、健康経営優良法人（経済産業省認定）、
ユースエール、えるぼし、くるみん、プラチナくるみん、（いずれも厚生労働省
認定）のいずれかを取得している中小企業者

県内で1年以上事業を営む中小企業者

県内で1年以上事業を営む中小企業者

運転・設備

運転

運転・設備

運転・設備

産業競争力強化法に定める再挑戦者

特定認証紛争解決事業者、中小企業再生支援協議会等の関与する私的整
理手続き中の中小企業者

無担保無保証人小口資金保証制度

季節資金保証制度

運転

市

1町 市町村

運転･設備

運転･設備

運転・設備

一部県

一部県

20年

設備

設備

運転

設備

運転･設備

運転･設備

運転･設備

10年

10年

15年

0.88

2.20～0.50

10年

5年～15年

1年

0.88

2.20～0.50

1.90～0.45

予約 予約保証制度 業歴等国の定める一定の要件に合致する中小企業者 運転･設備

③一般資金働き方改革支援枠固定金利型

20,000

運転・設備

5,000～30,000

組合　　500,000

5,000～20,000

50,000

運転･設備

運転･設備

設備 10,000

200,000

設備

運転･設備

運転･設備

20,000

季節

2.20

県内で1年以上事業を営む中小企業者 運転･設備

30,000

10年

1.76

1.90～0.453年以上

1.90～0.45

1.90～0.45

1年

1.90～0.45

1.90～0.45

7年

10年

1.90～0.45

1年

2.20

15年

5年～10年

運転･設備

運転・設備

100,000

20,000

20,000

1.07

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

あり
(1)

1.90～0.45

2.20～0.50

市

市

県

市町村

県

市

市1.90～0.45

秋田市ほか
24制度

秋田市ほか
20制度

100,000
（①、②、④と合算）

あり
（1）（2）

5年

10年

1.90～0.45
100,000

（①、②、④と合算）
あり

（1）（2）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

1.90～0.45

1.90～0.45

1.90～0.45

1.90～0.45

2.20～0.50

− 15−



割引料率
の適用 保証料 保険料

種 類 （ 制 度 名 ）
備 考担保又は

保証人の徴求 借入金

保証限度額
（千円）

保証料率（年率%）

損失補償
補給金

その他
保証期間資金使途対 象

280,000 運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

200,000 あり 担　保：必要に応じ

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000

組合　 480,000 3年

（80％の割合保証）

280,000 0.80 あり 担　保：必要に応じ

組合　 480,000 又は1.0 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県再建企業特別融資保証 あり 担　保：必要に応じ 一部県

事業再生資金 （2） 保証人：原則法人代表者のみ （1.20%超の部分）

〃 あり 担　保：原則不要 一部県

再起支援資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （0.18%）

一括 1,000,000 あり 担　保：必要に応じ

支払 （70％の割合保証） （2） 保証人：不要

一般　20,000 一般 5年 1.90～0.60 あり 担　保：必要に応じ

小口   5,000 小口 10年 2.20～0.70 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：不要

（1） 保証人：不要

あり 担　保：原則不要

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県中小企業振興資金融資保証制度 20,000 運転 7年 あり 担　保：必要に応じ 一部県

①小規模事業振興資金 （②と合算） 設備 10年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （0.45又は0.50%超の部分）

〃 20,000 運転 7年 あり 担　保：必要に応じ 一部県

②小規模事業振興資金ＩＣＴ導入支援枠 （①と合算） 設備 10年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （0.45又は0.50%超の部分）

運転 7年 あり 担　保：原則不要 一部県

設備 10年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （0.50%超の部分）

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：原則不要

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田市中小企業振興資金保証制度 50,000 あり 担　保：必要に応じ

設備近代化資金 組合 　 100,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 あり 担　保：必要に応じ

商店街空き店舗等利用資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 あり 担　保：必要に応じ

商業施設整備資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ  

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

運転 5～15年 あり 担　保：必要に応じ

設備 5～20年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

135,000 あり 担　保：必要に応じ

組合 　 255,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県中小企業振興資金融資保証制度 100,000 運転 7年 あり 担　保：必要に応じ 一部県

①一般資金固定金利型 （②、③、④と合算） 設備 10年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

〃 100,000 運転 10年 あり 担　保：必要に応じ 一部県

②一般資金変動金利型 （①、③、④と合算） 設備 15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

〃 運転 10年

設備 15年

（最大0.30％）

〃 運転 10年

設備 15年

（最大0.30％）

1.80～0.35 あり 担　保：必要に応じ

又は0.78 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

運転･設備 1.90～0.45

当該市町村で1年以上の営業実績があり市町村民税を完納している中小企
業者

5,000

長

期

経営相談付長期設備資金保証
県内で1年以上事業を営む中小企業者であって、専門家による経営相談を
受けられる者

運転･設備 20,000～280,000

一括決済方式による資金調達を行う中小企業者

事業再生円滑化関連保証

長期経営資金保証制度

由利本荘市で1年以上事業を営み、市税を完納している中小企業者

市町村小口零細企業保証制度

業歴3年以上、与信取引1年以上、最近2年間の決算で利益計上、債務超過
でない等の用件後具備する中小企業者

従業員20人以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業5人以下）の小規模企業者のうち、支援機関
の指導を受け、ＩＣＴの導入や利活用を図ろうとするもの

大館市中小企業機械類設備資金融資
保証制度

大館市で1年以上事業を営み、市税を完納している中小企業者

市町村中小企業振興資金保証制度

小口零細企業保証制度小

口

事

業

再

生

法的な再建手続を行う中小企業者であって、事業の再建に合理的な見通し
が認められるもの

長期安定資金保証制度

④一般資金働き方改革支援枠変動金利型

秋田県小口零細企業保証制度

設

備

従業員20人以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業5人以下）で、保証付融資残高の合計が
20,000千円以内となる小規模企業者

従業員20人以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業5人以下）の小規模企業者

由利本荘市中小企業振興資金特例保証制度

共同施設設置事業等を行う組合等

一括支払契約保証制度

店舗近代化を行う中小企業者

事業再生計画実施関連保証 認定支援機関の支援のもと事業再生を行う中小企業者

特定中小企業再生支援関連保証制度

特別小口保険の要件を具備する小規模企業者

法的な再建手続を行う中小企業者であって、事業の再建に合理的な見通し
が認められるもの

産業競争力強化法に基づき、経済産業大臣から認定支援機関とされた商工
会等

従業員20人以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業5人以下）で、保証付融資残高の合計が
20,000千円以内となる小規模企業者

従業員20人以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業5人以下）で、保証付融資残高の合計が
20,000千円以内となる小規模企業者

空店舗の活用を行う中小企業者

事業再生保証制度

県内で1年以上事業を営んでおり、健康経営優良法人（経済産業省認定）、
ユースエール、えるぼし、くるみん、プラチナくるみん、（いずれも厚生労働省
認定）のいずれかを取得している中小企業者

県内で1年以上事業を営む中小企業者

県内で1年以上事業を営んでおり、健康経営優良法人（経済産業省認定）、
ユースエール、えるぼし、くるみん、プラチナくるみん、（いずれも厚生労働省
認定）のいずれかを取得している中小企業者

県内で1年以上事業を営む中小企業者

県内で1年以上事業を営む中小企業者

運転・設備

運転

運転・設備

運転・設備

産業競争力強化法に定める再挑戦者

特定認証紛争解決事業者、中小企業再生支援協議会等の関与する私的整
理手続き中の中小企業者

無担保無保証人小口資金保証制度

季節資金保証制度

運転

市

1町 市町村

運転･設備

運転･設備

運転・設備

一部県

一部県

20年

設備

設備

運転

設備

運転･設備

運転･設備

運転･設備

10年

10年

15年

0.88

2.20～0.50

10年

5年～15年

1年

0.88

2.20～0.50

1.90～0.45

予約 予約保証制度 業歴等国の定める一定の要件に合致する中小企業者 運転･設備

③一般資金働き方改革支援枠固定金利型

20,000

運転・設備

5,000～30,000

組合　　500,000

5,000～20,000

50,000

運転･設備

運転･設備

設備 10,000

200,000

設備

運転･設備

運転･設備

20,000

季節

2.20

県内で1年以上事業を営む中小企業者 運転･設備

30,000

10年

1.76

1.90～0.453年以上

1.90～0.45

1.90～0.45

1年

1.90～0.45

1.90～0.45

7年

10年

1.90～0.45

1年

2.20

15年

5年～10年

運転･設備

運転・設備

100,000

20,000

20,000

1.07

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

あり
(1)

1.90～0.45

2.20～0.50

市

市

県

市町村

県

市

市1.90～0.45

秋田市ほか
24制度

秋田市ほか
20制度

100,000
（①、②、④と合算）

あり
（1）（2）

5年

10年

1.90～0.45
100,000

（①、②、④と合算）
あり

（1）（2）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

1.90～0.45

1.90～0.45

1.90～0.45

1.90～0.45

2.20～0.50
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割引料率
の適用 保証料 保険料

種 類 （ 制 度 名 ）
備 考担保又は

保証人の徴求 借入金

保証限度額
（千円）

保証料率（年率%）

損失補償
補給金

その他
保証期間資金使途対 象

中小企業経営革新関連保証制度 280,000 運転 5年 0.88 あり 担　保：必要に応じ

経営革新関連保証 組合　  480,000 設備 7年 又は0.76 （1） 保証人：必要に応じ

〃 280,000 運転 5年 0.88 あり 担　保：必要に応じ

経営基盤強化関連保証 組合  　480,000 設備 7年 又は0.76 （1） 保証人：必要に応じ

880,000 運転 5年 1.07～0.76 あり 担　保：必要に応じ

組合　1,680,000 設備 7年 又は0.76 （1） 保証人：必要に応じ

中心市街地活性化関連保証制度 280,000 0.88 あり 担　保：必要に応じ

　　　 中心市街地商業等活性化関連保証 組合　  480,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

　 〃 0.88 あり 担　保：必要に応じ

　　 中心市街地商業等活性化支援関連保証 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田市中心市街地出店促進資金保証 50,000 あり 担　保：必要に応じ

設備近代化資金 組合　  100,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 あり 担　保：必要に応じ

空き店舗利用資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 担　保：必要に応じ

ｾｰﾌﾃｨ6号認定の場合 保証人：原則法人代表者のみ

380,000

組合  　480,000

(概ね) 運転　10年 あり 担　保：必要に応じ

設備　15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 担　保：必要に応じ

ｾｰﾌﾃｨ6号認定の場合 保証人：原則法人代表者のみ

380,000

組合 　 480,000

(概ね) 運転　10年 あり 担　保：必要に応じ

設備　15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

300,000 1.35 あり 担　保：必要に応じ

組合　　600,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：必要に応じ

あり

1.07

280,000 1.35 あり 担　保：必要に応じ

 組合　　480,000 又は0.76 （1） 保証人：必要に応じ

200,000 あり 担　保：必要に応じ

（80％の割合保証） （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000

組合　　480,000

280,000

組合　　480,000

280,000

組合　　480,000

280,000

組合　　480,000

280,000

組合　　480,000

280,000

組合　　480,000

　　　　　10年
1.07

又は0.76

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

そ

の

他

事業継続力強化関連保証制度

1.07
又は0.76

商店街活性化促進事業関連保証制度 運転・設備 　　　　　10年 0.76

1.90～0.45

中小企業等経営強化法の要件を具備する中小企業者

中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律の要件を具備する中小企
業者

景気対応緊急保証等を一般保証により借換するもの

秋田市中心市街地活性化基本計画の区域内の空き店舗を利用して出店す
る県内中小企業者

中心市街地整備改善活性化法の要件を具備する特定会社、公益法人

中心市街地整備改善活性化法の要件を具備する中小企業者

産業競争力強化法の規定に基づき技術等情報漏えい防止措置認証業務を
行うものとして、主務大臣の認定を受けた一般社団法人又は一般財団法人
であって、中小企業信用保険法上の中小企業者と認められるもの

商店街活性化促進事業の実施に関する計画に記載された事業のうち、特に
事業資金の融通の円滑化が必要な事業を行い、又は行おうとするものとして
市町村の長の認定を受けた中小企業者

技術等情報漏えい防止措置関連保証制度 　　　　　10年

　　　　　10年運転・設備

周辺地域整備関連保証制度

借換保証制度

特定信用状関連保証制度

情報処理支援関連保証制度

社外高度人材活用新事業分野開拓関連保証制度

流通業務総合効率化関連特例保証制度

経営力向上関連保証制度

革新的データ産業活用関連保証制度

先端設備等導入関連保証制度

新技術等実証関連保証制度

経営安定関連保証、中小企業金融安定化特別保証を経営安定関連保証に
より借換するもの

中小企業等経営強化法の要件を具備する中小企業者

景気対応緊急保証等を経営安定関連保証により借換するもの

運転・設備

あり
（1）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

運転・設備 0.76

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

0.76

（2）

1.07

0.76

あり
（1）

運転・設備

運転･設備

運転･設備

運転・設備

秋田市中心市街地活性化基本計画の区域内に出店、又は同区域内の店舗
を新築若しくは改築する県内中小企業者

運転・設備

運転･設備

運転･設備

返済条件の緩和を行っている保証付き借入金の全部または一部について借
換えするもの

経営安定関連保証、中小企業金融安定化特別保証を一般保証により借換
するもの

中小企業等経営強化法の規定に基づき主務大臣の認定を受けた社外高度
人材活用新事業分野開拓計画に従って社外高度人材活用新事業分野開拓
事業を行うための措置を行う中小企業者

生産性向上特別措置法の規定に基づき主務大臣の認定を受けた新技術等
実証計画に従って新技術等実証を行うための措置を行う中小企業者

生産性向上特別措置法の規定に基づき経済産業大臣の認定を受けた先端
設備等導入計画に従って先端設備等導入を行うための措置を行う中小企業
者

生産性向上特別措置法の規定に基づき主務大臣の認定を受けた革新的
データ産業活用計画に従って革新的データ産業活用を行うための措置を行
う中小企業者

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

15年

2.20～0.50
又は

1.90～0.45

1.90～0.45

10年

一般保証の枠内

一般保証の枠内

280,000

10年

560,000

280,000

一般保証の枠内

50,000

運転・設備

設備

運転･設備発電用施設周辺整備法の要件を具備する中小企業者

運転・設備

産業競争力強化法に定める特定信用状を発行する中小企業者

中小企業等経営強化法の規定に基づき経済産業大臣の認定を受けた事業
継続力強化計画に従って事業継続力強化事業を行うための措置を行う中小
企業者

運転・設備

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律の要件を具備する中小
企業者

中小企業等経営強化法の規定に基づき経済産業大臣の認定を受けた一般
社団法人又は一般財団法人であって、中小企業信用保険法上の中小企業
者と認められるもの

運転・設備

1年

10年

運転・設備

1.90～0.45

10年

　　　　　10年

10年

15年

10年

10年

運転・設備

2.20～0.50
又は

1.90～0.45

10年

1.90～0.45

　　　　　10年

運転・設備

運転

設備

運転・設備

運転・設備

あり
（1）

（既往借換のみの場合、既往分に比し中
小企業者に不利にならないもの）

（既往借換のみの場合、既往分に比し中
小企業者に不利にならないもの）

市

市

1.07
又は0.76

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

　　　　　10年
あり
（1）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

あり
（1）

280,000

あり
（2）

あり
（1）

15年 1.90～0.45

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

令和2年11月1日に
廃止

あり
（1）

あり
（1）

あり
（1）

連携事業継続力強化関連保証制度
中小企業等経営強化法の規定に基づき経済産業大臣の認定を受けた連携
事業継続力強化計画に従って連携事業継続力強化事業を行うための措置
を行う中小企業者

1.90～0.45

− 17−



割引料率
の適用 保証料 保険料

種 類 （ 制 度 名 ）
備 考担保又は

保証人の徴求 借入金

保証限度額
（千円）

保証料率（年率%）

損失補償
補給金

その他
保証期間資金使途対 象

中小企業経営革新関連保証制度 280,000 運転 5年 0.88 あり 担　保：必要に応じ

経営革新関連保証 組合　  480,000 設備 7年 又は0.76 （1） 保証人：必要に応じ

〃 280,000 運転 5年 0.88 あり 担　保：必要に応じ

経営基盤強化関連保証 組合  　480,000 設備 7年 又は0.76 （1） 保証人：必要に応じ

880,000 運転 5年 1.07～0.76 あり 担　保：必要に応じ

組合　1,680,000 設備 7年 又は0.76 （1） 保証人：必要に応じ

中心市街地活性化関連保証制度 280,000 0.88 あり 担　保：必要に応じ

　　　 中心市街地商業等活性化関連保証 組合　  480,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

　 〃 0.88 あり 担　保：必要に応じ

　　 中心市街地商業等活性化支援関連保証 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田市中心市街地出店促進資金保証 50,000 あり 担　保：必要に応じ

設備近代化資金 組合　  100,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 あり 担　保：必要に応じ

空き店舗利用資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 担　保：必要に応じ

ｾｰﾌﾃｨ6号認定の場合 保証人：原則法人代表者のみ

380,000

組合  　480,000

(概ね) 運転　10年 あり 担　保：必要に応じ

設備　15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 担　保：必要に応じ

ｾｰﾌﾃｨ6号認定の場合 保証人：原則法人代表者のみ

380,000

組合 　 480,000

(概ね) 運転　10年 あり 担　保：必要に応じ

設備　15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

300,000 1.35 あり 担　保：必要に応じ

組合　　600,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：必要に応じ

あり

1.07

280,000 1.35 あり 担　保：必要に応じ

 組合　　480,000 又は0.76 （1） 保証人：必要に応じ

200,000 あり 担　保：必要に応じ

（80％の割合保証） （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000

組合　　480,000

280,000

組合　　480,000

280,000

組合　　480,000

280,000

組合　　480,000

280,000

組合　　480,000

280,000

組合　　480,000

　　　　　10年
1.07

又は0.76

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

そ

の

他

事業継続力強化関連保証制度

1.07
又は0.76

商店街活性化促進事業関連保証制度 運転・設備 　　　　　10年 0.76

1.90～0.45

中小企業等経営強化法の要件を具備する中小企業者

中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律の要件を具備する中小企
業者

景気対応緊急保証等を一般保証により借換するもの

秋田市中心市街地活性化基本計画の区域内の空き店舗を利用して出店す
る県内中小企業者

中心市街地整備改善活性化法の要件を具備する特定会社、公益法人

中心市街地整備改善活性化法の要件を具備する中小企業者

産業競争力強化法の規定に基づき技術等情報漏えい防止措置認証業務を
行うものとして、主務大臣の認定を受けた一般社団法人又は一般財団法人
であって、中小企業信用保険法上の中小企業者と認められるもの

商店街活性化促進事業の実施に関する計画に記載された事業のうち、特に
事業資金の融通の円滑化が必要な事業を行い、又は行おうとするものとして
市町村の長の認定を受けた中小企業者

技術等情報漏えい防止措置関連保証制度 　　　　　10年

　　　　　10年運転・設備

周辺地域整備関連保証制度

借換保証制度

特定信用状関連保証制度

情報処理支援関連保証制度

社外高度人材活用新事業分野開拓関連保証制度

流通業務総合効率化関連特例保証制度

経営力向上関連保証制度

革新的データ産業活用関連保証制度

先端設備等導入関連保証制度

新技術等実証関連保証制度

経営安定関連保証、中小企業金融安定化特別保証を経営安定関連保証に
より借換するもの

中小企業等経営強化法の要件を具備する中小企業者

景気対応緊急保証等を経営安定関連保証により借換するもの

運転・設備

あり
（1）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

運転・設備 0.76

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

0.76

（2）

1.07

0.76

あり
（1）

運転・設備

運転･設備

運転･設備

運転・設備

秋田市中心市街地活性化基本計画の区域内に出店、又は同区域内の店舗
を新築若しくは改築する県内中小企業者

運転・設備

運転･設備

運転･設備

返済条件の緩和を行っている保証付き借入金の全部または一部について借
換えするもの

経営安定関連保証、中小企業金融安定化特別保証を一般保証により借換
するもの

中小企業等経営強化法の規定に基づき主務大臣の認定を受けた社外高度
人材活用新事業分野開拓計画に従って社外高度人材活用新事業分野開拓
事業を行うための措置を行う中小企業者

生産性向上特別措置法の規定に基づき主務大臣の認定を受けた新技術等
実証計画に従って新技術等実証を行うための措置を行う中小企業者

生産性向上特別措置法の規定に基づき経済産業大臣の認定を受けた先端
設備等導入計画に従って先端設備等導入を行うための措置を行う中小企業
者

生産性向上特別措置法の規定に基づき主務大臣の認定を受けた革新的
データ産業活用計画に従って革新的データ産業活用を行うための措置を行
う中小企業者

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

15年

2.20～0.50
又は

1.90～0.45

1.90～0.45

10年

一般保証の枠内

一般保証の枠内

280,000

10年

560,000

280,000

一般保証の枠内

50,000

運転・設備

設備

運転･設備発電用施設周辺整備法の要件を具備する中小企業者

運転・設備

産業競争力強化法に定める特定信用状を発行する中小企業者

中小企業等経営強化法の規定に基づき経済産業大臣の認定を受けた事業
継続力強化計画に従って事業継続力強化事業を行うための措置を行う中小
企業者

運転・設備

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律の要件を具備する中小
企業者

中小企業等経営強化法の規定に基づき経済産業大臣の認定を受けた一般
社団法人又は一般財団法人であって、中小企業信用保険法上の中小企業
者と認められるもの

運転・設備

1年

10年

運転・設備

1.90～0.45

10年

　　　　　10年

10年

15年

10年

10年

運転・設備

2.20～0.50
又は

1.90～0.45

10年

1.90～0.45

　　　　　10年

運転・設備

運転

設備

運転・設備

運転・設備

あり
（1）

（既往借換のみの場合、既往分に比し中
小企業者に不利にならないもの）

（既往借換のみの場合、既往分に比し中
小企業者に不利にならないもの）

市

市

1.07
又は0.76

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

　　　　　10年
あり
（1）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

あり
（1）

280,000

あり
（2）

あり
（1）

15年 1.90～0.45

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

令和2年11月1日に
廃止

あり
（1）

あり
（1）

あり
（1）

連携事業継続力強化関連保証制度
中小企業等経営強化法の規定に基づき経済産業大臣の認定を受けた連携
事業継続力強化計画に従って連携事業継続力強化事業を行うための措置
を行う中小企業者

1.90～0.45
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割引料率
の適用 保証料 保険料

種 類 （ 制 度 名 ）
備 考担保又は

保証人の徴求 借入金

保証限度額
（千円）

保証料率（年率%）

損失補償
補給金

その他
保証期間資金使途対 象

280,000

組合　　480,000

280,000

組合　　480,000

880,000 運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

組合　1,280,000 設備 7年 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 0.88 あり 担　保：必要に応じ

組合　　480,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 0.88 あり 担　保：必要に応じ

組合　400,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

農商工等連携関連保証制度 880,000 運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

農商工等連携事業関連保証 　　組合　1,280,000 設備 7年 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

農商工等連携支援事業関連保証 設備 7年 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田市中小企業振興資金保証制度 あり 担　保：必要に応じ

農商工連携促進資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田市中小企業振興資金保証制度 あり 担　保：必要に応じ

新商品等開発資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 あり 担　保：必要に応じ

組合　　480,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 （2） 保証人：原則認定中小企業者のみ

運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 保証人：原則法人代表者のみ

        又は他の中小企業者(会社のみ)

運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 （2） 保証人：原則他の中小企業者(会社のみ)

運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

設備 7年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ 一部県

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （0.60又は0.70%超の部分）

（0.60%超の部分）

280,000 あり 担　保：必要に応じ

組合　　480,000 （1）（2） 保証人：不要とする

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 あり

組合　　480,000 （1）

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

25,000 あり 担　保：必要に応じ 県

（80％の割合保証） （1） 保証人：原則法人代表者のみ （0.28%）

280,000 あり 担　保：必要に応じ

組合　　480,000 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

一部県

経営者保証コーディ
ネーターの確認を受
けた場合は保証料
率1.15～0.20、割引
料率の適用なし、全
額県が保証料補給

あり
（1）（2）

担　保：必要に応じ
保証人：徴収しない

経営者保証コーディ
ネーターの確認を受
けた場合は保証料
率1.15～0.20、割引
料率の適用なし

あり
（1）（2）

1.90～0.45 県

経営者保証コーディ
ネーターの確認を受
けた場合は保証料
率1.15～0.20、割引
料率の適用なし

担　保：必要に応じ
保証人：徴収しない

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

秋田県事業承継資金融資特別保証『バトンタッチ』制度

次のいずれかの要件を満たし、かつ一定の財務要件を具備する中小企業者
①保証申込受付日から３年以内に事業承継を予定する事業承継計画を有す
る企業
②令和２年１月以降に事業承継を実施した法人で、事業承継日から３年を経
過していない企業

秋田県中小企業アグリサポート資金融資保証制度

自主廃業支援保証制度 運転・設備 30,000 1年

運転・設備 200,000
担　保：必要に応じ
保証人：徴収しない

あり
（1）（2）

10年
一括返済の場合　１

年

商工貯蓄共済融資特別保証制度

次のいずれかの要件を満たし、かつ一定の財務要件を具備する中小企業者
①保証申込受付日から３年以内に事業承継を予定する事業承継計画を有す
る企業
②令和２年１月以降に事業承継を実施した法人で、事業承継日から３年を経
過していない企業

運転・設備

1.90～0.45

事業承継特別保証制度

特定高度情報通信技術活用システム開発供給等関連保証制度
特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進に関する
法律第７条第１項又は第９条第１項の規定に基づき、主務大臣の認定を受け
た計画に従ってシステムの開発供給及び導入を行おうとする中小企業者

運転・設備 　　　　　10年

1.90～0.45

0.88
又は0.76

運転・設備 1.90～0.45

運転・設備 280,000

経営承継借換関連保証制度
中小企業経営承継円滑化法第１２条第１項第１号ニの規定による経済産業
大臣の認定を受けた中小企業者

運転

1.90～0.45

事業承継サポート保証制度
事業承継計画に基づき、承継対象となる事業会社の株式を取得することを目
的として設立された、一定の要件を満たす新たな持株会社

一括返済の場合　2年

分割返済の場合　7年
1.90～0.45

（1）（2）

1.15

1.90～0.45

運転・設備 280,000 15年 1.15

280,000 1.90～0.45
10年

一括返済の場合　１
年

10年
一括返済の場合　１

年
280,000

地域経済牽引事業関連保証制度

特定経営承継準備関連保証制度

経営承継準備関連保証制度

地域産業集積関連保証制度

情報処理システム運用・管理関連保証制度

経営承継関連保証制度

地域産業資源活用事業関連保証制度

中小企業承継事業再生関連保証制度

地域経済牽引支援関連保証制度

特定経営承継関連保証制度

東日本大震災復興緊急保証制度

風俗営業飲食業保証制度

市

280,000

運転・設備

市1.90～0.45

平成23年東北地方太平洋沖地震により損害を受けたことなどについて、市町
村等の証明を受けた中小企業者

運転・設備

秋田県事業承継資金融資保証制度

運転・設備

財務要件型無保証人保証制度

商店街活性化事業関連保証

一定の財務要件を満たす中小企業者

事業の全部又は一部の譲渡を受けて当該事業を行うもの

運転・設備
中小企業経営承継円滑化法の規定による第１２条第１項第１号イ又は同条同
項第２号イ経済産業大臣の認定を受けた中小企業者

運転・設備

新商品開発、商品化をしようとする中小企業者

中小企業経営承継円滑化法第１２条第１項第１号イの規定による経済産業大
臣の認定を受けた中小企業者（認定中小企業者）の代表者

1.90～0.45

1.90～0.45

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

30,000

運転･設備

運転・設備

運転・設備

10年

経済産業大臣の承認を受けた連携支援計画に従って連携支援事業を行う
一般社団法人、一般社団法人であって中小企業信用保険法上の中小企業
者と認められるもの

10年

30,000

中小企業経営承継円滑化法第１２条第１項第１号ロ又は同項第２号ロの規定
による経済産業大臣の認定を受けた中小企業者

農林漁業者と連携し、新商品開発、商品化をしようとする中小企業者

15年

農林漁業分野に進出しているか、その計画を有する中小企業者 10年運転・設備

認定農商工等連携事業計画に従って農商工等連携事業を実施する中小企
業者

280,000

280,000
商店街活性化支援事業計画に従って商店街活性化支援事業を行う一般社
団法人等中小企業者とみなされるもの

10年運転・設備

商工貯蓄共済の加入者

運転・設備 10年

商店街活性化事業計画に従って商店街活性化事業を行う商店街振興組合
等又はその組合員若しくは所属員たる中小企業者

現在事業は行っているものの、事業譲渡や経営者交代等による事業継続が
見込めず、自主的な廃業を選択する中小企業者

認定農商工等連携支援事業計画に従って農商工等連携支援事業を実施す
る公益法人

運転・設備

10年

20,000

280,000

280,000

0.76

1.07

運転・設備

運転・設備

1.07

10年

運転・設備

1.90～0.45

中小企業経営承継円滑化法第１２条第１項第３号の規定による経済産業大
臣の認定を受けた事業を営んでいない個人

10年 1.90～0.45風俗営業の許可を有することなど一定の要件を具備する中小企業者

1.23～0.68

1.07～0.68

1.07280,000 15年

0.88

1.90～0.45

産業活力再生特別措置法に定める中小企業者

運転・設備

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関す
る法律に定める中小企業者

運転・設備 15年

県知事の承認を受けた地域牽引事業計画に従って地域経済牽引事業を行
うための措置を行う中小企業者

中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律に定
める中小企業者

運転・設備

令和2年11月1日に
廃止

0.70

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

20,000

あり
（1）

50,000

県

県

10年

そ

の

他

情報処理の促進に関する法律第３１条の規定に基づき経済産業大臣の認定
を受けた中小企業者

運転・設備 　　　　　10年
0.88

又は0.76
あり
（1）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

あり
（1）

運転・設備

令和2年5月15日廃
止
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割引料率
の適用 保証料 保険料

種 類 （ 制 度 名 ）
備 考担保又は

保証人の徴求 借入金

保証限度額
（千円）

保証料率（年率%）

損失補償
補給金

その他
保証期間資金使途対 象

280,000

組合　　480,000

280,000

組合　　480,000

880,000 運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

組合　1,280,000 設備 7年 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 0.88 あり 担　保：必要に応じ

組合　　480,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 0.88 あり 担　保：必要に応じ

組合　400,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

農商工等連携関連保証制度 880,000 運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

農商工等連携事業関連保証 　　組合　1,280,000 設備 7年 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

農商工等連携支援事業関連保証 設備 7年 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田市中小企業振興資金保証制度 あり 担　保：必要に応じ

農商工連携促進資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田市中小企業振興資金保証制度 あり 担　保：必要に応じ

新商品等開発資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 あり 担　保：必要に応じ

組合　　480,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 （2） 保証人：原則認定中小企業者のみ

運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 保証人：原則法人代表者のみ

        又は他の中小企業者(会社のみ)

運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 （2） 保証人：原則他の中小企業者(会社のみ)

運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

設備 7年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ 一部県

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （0.60又は0.70%超の部分）

（0.60%超の部分）

280,000 あり 担　保：必要に応じ

組合　　480,000 （1）（2） 保証人：不要とする

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 あり

組合　　480,000 （1）

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

25,000 あり 担　保：必要に応じ 県

（80％の割合保証） （1） 保証人：原則法人代表者のみ （0.28%）

280,000 あり 担　保：必要に応じ

組合　　480,000 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

一部県

経営者保証コーディ
ネーターの確認を受
けた場合は保証料
率1.15～0.20、割引
料率の適用なし、全
額県が保証料補給

あり
（1）（2）

担　保：必要に応じ
保証人：徴収しない

経営者保証コーディ
ネーターの確認を受
けた場合は保証料
率1.15～0.20、割引
料率の適用なし

あり
（1）（2）

1.90～0.45 県

経営者保証コーディ
ネーターの確認を受
けた場合は保証料
率1.15～0.20、割引
料率の適用なし

担　保：必要に応じ
保証人：徴収しない

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

秋田県事業承継資金融資特別保証『バトンタッチ』制度

次のいずれかの要件を満たし、かつ一定の財務要件を具備する中小企業者
①保証申込受付日から３年以内に事業承継を予定する事業承継計画を有す
る企業
②令和２年１月以降に事業承継を実施した法人で、事業承継日から３年を経
過していない企業

秋田県中小企業アグリサポート資金融資保証制度

自主廃業支援保証制度 運転・設備 30,000 1年

運転・設備 200,000
担　保：必要に応じ
保証人：徴収しない

あり
（1）（2）

10年
一括返済の場合　１

年

商工貯蓄共済融資特別保証制度

次のいずれかの要件を満たし、かつ一定の財務要件を具備する中小企業者
①保証申込受付日から３年以内に事業承継を予定する事業承継計画を有す
る企業
②令和２年１月以降に事業承継を実施した法人で、事業承継日から３年を経
過していない企業

運転・設備

1.90～0.45

事業承継特別保証制度

特定高度情報通信技術活用システム開発供給等関連保証制度
特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進に関する
法律第７条第１項又は第９条第１項の規定に基づき、主務大臣の認定を受け
た計画に従ってシステムの開発供給及び導入を行おうとする中小企業者

運転・設備 　　　　　10年

1.90～0.45

0.88
又は0.76

運転・設備 1.90～0.45

運転・設備 280,000

経営承継借換関連保証制度
中小企業経営承継円滑化法第１２条第１項第１号ニの規定による経済産業
大臣の認定を受けた中小企業者

運転

1.90～0.45

事業承継サポート保証制度
事業承継計画に基づき、承継対象となる事業会社の株式を取得することを目
的として設立された、一定の要件を満たす新たな持株会社

一括返済の場合　2年

分割返済の場合　7年
1.90～0.45

（1）（2）

1.15

1.90～0.45

運転・設備 280,000 15年 1.15

280,000 1.90～0.45
10年

一括返済の場合　１
年

10年
一括返済の場合　１

年
280,000

地域経済牽引事業関連保証制度

特定経営承継準備関連保証制度

経営承継準備関連保証制度

地域産業集積関連保証制度

情報処理システム運用・管理関連保証制度

経営承継関連保証制度

地域産業資源活用事業関連保証制度

中小企業承継事業再生関連保証制度

地域経済牽引支援関連保証制度

特定経営承継関連保証制度

東日本大震災復興緊急保証制度

風俗営業飲食業保証制度

市

280,000

運転・設備

市1.90～0.45

平成23年東北地方太平洋沖地震により損害を受けたことなどについて、市町
村等の証明を受けた中小企業者

運転・設備

秋田県事業承継資金融資保証制度

運転・設備

財務要件型無保証人保証制度

商店街活性化事業関連保証

一定の財務要件を満たす中小企業者

事業の全部又は一部の譲渡を受けて当該事業を行うもの

運転・設備
中小企業経営承継円滑化法の規定による第１２条第１項第１号イ又は同条同
項第２号イ経済産業大臣の認定を受けた中小企業者

運転・設備

新商品開発、商品化をしようとする中小企業者

中小企業経営承継円滑化法第１２条第１項第１号イの規定による経済産業大
臣の認定を受けた中小企業者（認定中小企業者）の代表者

1.90～0.45

1.90～0.45

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

30,000

運転･設備

運転・設備

運転・設備

10年

経済産業大臣の承認を受けた連携支援計画に従って連携支援事業を行う
一般社団法人、一般社団法人であって中小企業信用保険法上の中小企業
者と認められるもの

10年

30,000

中小企業経営承継円滑化法第１２条第１項第１号ロ又は同項第２号ロの規定
による経済産業大臣の認定を受けた中小企業者

農林漁業者と連携し、新商品開発、商品化をしようとする中小企業者

15年

農林漁業分野に進出しているか、その計画を有する中小企業者 10年運転・設備

認定農商工等連携事業計画に従って農商工等連携事業を実施する中小企
業者

280,000

280,000
商店街活性化支援事業計画に従って商店街活性化支援事業を行う一般社
団法人等中小企業者とみなされるもの

10年運転・設備

商工貯蓄共済の加入者

運転・設備 10年

商店街活性化事業計画に従って商店街活性化事業を行う商店街振興組合
等又はその組合員若しくは所属員たる中小企業者

現在事業は行っているものの、事業譲渡や経営者交代等による事業継続が
見込めず、自主的な廃業を選択する中小企業者

認定農商工等連携支援事業計画に従って農商工等連携支援事業を実施す
る公益法人

運転・設備

10年

20,000

280,000

280,000

0.76

1.07

運転・設備

運転・設備

1.07

10年

運転・設備

1.90～0.45

中小企業経営承継円滑化法第１２条第１項第３号の規定による経済産業大
臣の認定を受けた事業を営んでいない個人

10年 1.90～0.45風俗営業の許可を有することなど一定の要件を具備する中小企業者

1.23～0.68

1.07～0.68

1.07280,000 15年

0.88

1.90～0.45

産業活力再生特別措置法に定める中小企業者

運転・設備

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関す
る法律に定める中小企業者

運転・設備 15年

県知事の承認を受けた地域牽引事業計画に従って地域経済牽引事業を行
うための措置を行う中小企業者

中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律に定
める中小企業者

運転・設備

令和2年11月1日に
廃止

0.70

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

20,000

あり
（1）

50,000

県

県

10年

そ

の

他

情報処理の促進に関する法律第３１条の規定に基づき経済産業大臣の認定
を受けた中小企業者

運転・設備 　　　　　10年
0.88

又は0.76
あり
（1）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

あり
（1）

運転・設備

令和2年5月15日廃
止
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割引料率
の適用 保証料 保険料

種 類 （ 制 度 名 ）
備 考担保又は

保証人の徴求 借入金

保証限度額
（千円）

保証料率（年率%）

損失補償
補給金

その他
保証期間資金使途対 象

450,000 あり 担　保：２億円超必要

（80％の割合保証） （1）（2） 保証人：不要

あり 担　保：原則不要

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

※ 保証料率については、貸付金額に対する保証料率を記載。なお、経営安定関連特例を利用する際の保証料率は0.88％、但し、小口零細企業保証制度（自治体制度含）を除く5号、７号、８号認定案件については0.76％。
※ 「割引料率の適用」欄については、割引の有無を記載。また、割引内容については「（6）業務内容　ロ　保証料率等」欄の定性要因割引に係る項目番号を記載。

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

税理士推薦特別保証制度
東北税理士会秋田県支部連合会に所属する税理士及び税理士法人と顧問
契約を締結し、月次管理を行ったうえで作成された確定申告を２期以上有す
県内の中小企業者

運転・設備 20,000 1.90～0.4510年

県内で1年以上事業を営む中小企業者

あり
（1）（2）

追認保証

根保証

継続型短期融資保証

県内で事業を営む中小企業者で原則として1年以上引続き同一事業を経営
しているもの

運転・設備

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

小規模事業者支援関連保証制度 運転・設備 10年

あり
（1）（2）

純資産額等の一定の要件を具備する中小企業者

あり
（2）

商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律に規定す
る認定発達支援計画等に係る事業を実施する一般社団法人等

1.90～0.393年

7年

7年

運転

運転

運転･設備

280,000

80,000
組合　　150,000

次の全ての要件を満たす保証対象中小企業者
①申込金融機関からのプロパー借入があるもの
②直近決算において経常利益を計上している法人または直近確定申告にお
ける申告所得金額が200万円以上の個人事業主

1.15
担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

12,500 1.90～0.45

1.90～0.45

そ

の

他

中小企業特定社債保証制度

1,000～50,000 1年 1.80～0.30
あり

（1）（2）

− 21−



割引料率
の適用 保証料 保険料

種 類 （ 制 度 名 ）
備 考担保又は

保証人の徴求 借入金

保証限度額
（千円）

保証料率（年率%）

損失補償
補給金

その他
保証期間資金使途対 象

450,000 あり 担　保：２億円超必要

（80％の割合保証） （1）（2） 保証人：不要

あり 担　保：原則不要

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

※ 保証料率については、貸付金額に対する保証料率を記載。なお、経営安定関連特例を利用する際の保証料率は0.88％、但し、小口零細企業保証制度（自治体制度含）を除く5号、７号、８号認定案件については0.76％。
※ 「割引料率の適用」欄については、割引の有無を記載。また、割引内容については「（6）業務内容　ロ　保証料率等」欄の定性要因割引に係る項目番号を記載。

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

税理士推薦特別保証制度
東北税理士会秋田県支部連合会に所属する税理士及び税理士法人と顧問
契約を締結し、月次管理を行ったうえで作成された確定申告を２期以上有す
県内の中小企業者

運転・設備 20,000 1.90～0.4510年

県内で1年以上事業を営む中小企業者

あり
（1）（2）

追認保証

根保証

継続型短期融資保証

県内で事業を営む中小企業者で原則として1年以上引続き同一事業を経営
しているもの

運転・設備

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

小規模事業者支援関連保証制度 運転・設備 10年

あり
（1）（2）

純資産額等の一定の要件を具備する中小企業者

あり
（2）

商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律に規定す
る認定発達支援計画等に係る事業を実施する一般社団法人等

1.90～0.393年

7年

7年

運転

運転

運転･設備

280,000

80,000
組合　　150,000

次の全ての要件を満たす保証対象中小企業者
①申込金融機関からのプロパー借入があるもの
②直近決算において経常利益を計上している法人または直近確定申告にお
ける申告所得金額が200万円以上の個人事業主

1.15
担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

12,500 1.90～0.45

1.90～0.45

そ

の

他

中小企業特定社債保証制度

1,000～50,000 1年 1.80～0.30
あり

（1）（2）
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ロ　保証料率等

 （単位 ： 年率％）
料　　率

区　　分 最　　高 最　　低

責任共有保証料率：１．９０％～０．４５％

(責任共有特殊保証料率：１．６２％～０．３９％)

責任共有外保証料率：２．２０％～０．５０％

(責任共有外特殊保証料率：１．８７％～０．４３％)

但し、以下の定性要因により、割り引いた料率を適用。

（１）会計参与を設置している旨の登記を行った事項を示す書類

提出を当該中小企業者から受けた場合、 ０．１％を割り引いた

料率を適用。

（２）担保の提供がある場合は、０．１％を割り引いた料率を適用。

調 査 料

延 滞 保 証 料 3.65 3.65 3.65

損 害 金 14.0 平成18年9月1日から適用

基　　　　本
特　　　　別

平　　均 備　　　　考

保 証 料 2.20 0.19 0.92
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（単位：百万円）

（ ） （ ）

( ) （ )

( ) （ )

区 分

31,747

(７)　信用保証業務の状況

求 償 権 償 却

保 証 後 取 消

償 還

代 位 弁 済

回 収

5,715

2

イ　概　　　況

保 証 申 込

保 証 申 込 取 消

保 証 承 諾

所定期限経過債務

保 証 債 務

13,437

19,991

84

1,505

281,562

1,264

112,052

335,499

6

155,454

1

1,158

54

157

7

273

0

金　　　　　　額件　　　　　　数

285,265

962

20,193

54

151

△123

52
求 償 権

（注）保証債務、所定期限経過債務及び求償権における（　）内は、それぞれの前期末残高との比較増減を記載してい
る。

△401
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ロ  保 証 承 諾

そ の 他

生 命 保 険 会 社

（注）信用金庫、信用協同組合、農業協同組合及び労働金庫には、それぞれの連合会を含む。

農 業 協 同 組 合

第二地方銀行協会加盟行

労 働 金 庫

計

商工組合中央金庫

損 害 保 険 会 社

信 託 銀 行

長 期 信 用 銀 行

信 用 協 同 組 合

(イ)　金融機関別保証承諾

6

1,085

15,699

都 市 銀 行

地 方 銀 行

159

0

240,109

3,690

0

0

11,014

26,4882,974

0

1024

0

0

0

0

281,562

0

0

19,991

0

0

信 用 金 庫

金 額

（単位：百万円）

区 分 件 数

223

0

0
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（単位：百万円）(ロ)　金額別保証承諾

30,000万円超

40,000万円超

5

10

6

8,000万円超

10,000万円超

10,000万円以下

20,000万円以下

20,000万円超

7,000万円超

6,000万円以下

3,000万円以下

5,000万円以下

8,000万円以下

7

1,338

2,507

2,657

1,511 63,836

5,706200万円超

19,991

0

0

0

0

30,000万円以下

40,000万円以下

50,000万円以下

1,964

2,389

4,473

7,000万円以下

160

0

0

0

281,562

金　　　　額

9,503

474

395

944

891

0

40,201

11,078

18,435

49,129

76,970

区　　　　　　分

200万円以下100万円超

1,165

2,836

1,391

1,573

件　　　数

50,000万円超

100万円以下

計

2,000万円超

3,000万円超

5,000万円超

6,000万円超

300万円超

500万円超

1,000万円超

1,500万円超

300万円以下

500万円以下

1,000万円以下

1,500万円以下

2,000万円以下
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（単位：百万円）

　3月以内

　3月超 6月以内

　6月超 1年以内

　1年超 2年以内

　2年超 3年以内

　3年超 4年以内

　4年超 5年以内

　5年超 7年以内

　7年超 10年以内

　10年超

区　　　分 件　　　数 金　　　　額

139 1,011

221 3,235

708

1,430 11,757

1,576 12,963

13,791 227,984

10,573

1,282 6,225

576 4,300

204 1,406

区　　　分 件　　　数 金　　　　額

設 備 資 金 537 4,566

64 2,107

計 19,991 281,562

（単位：百万円）

計 19,991 281,562

運 転 資 金 19,454 276,996

そ の 他 0 0

(ハ)　期間別保証承諾

(ニ)　資金使途別保証承諾
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（単位：百万円）

区　　分 件　　数 金　　　　額

災 害 1 2

経 営 安 定 関 連 6,944 101,209

普 通 保 証 117 2,509

特 別 保 証

輸 出 関 連 0 0

事 業 転 換 1 3

危 機 関 連 10,094 155,629

海 外 投 資 0 0

特 定 地 域 0 0

新 事 業 開 拓 0 0

国 際 経 済 0 0

体 質 強 化 0 0

カ ー ド ロ ー ン 1,204 3,526

労 働 力 確 保 0 0

省 エ ネ 8 128

当 座 貸 越 99 2,522

創 業 等 168 845

流動資産担保融資 31 576

小 売 商 業 0 0

中 堅 企 業 0 0

事 業 再 生 0 0

一 括 支 払 契 約

予 約

経 営 力 強 化 4 141

0

0

0

0

長 期 211 3,210

輸 出 0 0

小 口 768 5,302

設 備 3 13

そ の 他 337 5,945

計 19,874 279,053

季 節 0 0

手 形 割 引 1 3

0

根 保 証 2 60

社 債 引 受 保 証 0 0

合 計 19,991 281,562

(ホ)　保証種類別保証承諾

公 害 防 止 0 0

追 認 0

− 28−



(へ)　本所、支所別保証承諾

横 手 ・ 湯 沢 支 所 3,374

所

大 曲 支 所

本 荘 支 所 1,862

2,210

大 館 支 所 2,536

支 能 代 支 所 1,493

区 分 件 数

合 計 19,991 281,562

51,416

計 11,475 161,914

21,649

28,950

37,382

22,517

（単位：百万円）

金 額

本 所 8,516 119,647
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ハ　代　位　弁　済

(イ)　保証承諾年度別代位弁済

２ 年 度

元 年 度

３０ 年 度

２９ 年 度

２８ 年 度

２７ 年 度

２６ 年度以前

保証承諾年度
件　　　数

区　　分

3

18

17

14,387

105,165

金　　　　額

37

10

13

59

1,158,109157計

（単位：千円）

265,886

55,709

46,364

69,499

601,099
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(ロ)　金融機関別代位弁済

長 期 信 用 銀 行

信 用 金 庫

農 業 協 同 組 合

商工組合中央金庫

信 用 協 同 組 合

そ の 他

損 害 保 険 会 社

0

労 働 金 庫

生 命 保 険 会 社

0

0

日本政策金融公庫

0

102,145

36,674

区　　　分

第二地方銀行協会加盟行

都 市 銀 行

地 方 銀 行

信 託 銀 行

5

25

13

0

（単位：千円）

70,457

0

0

936,340

12,493

0

件　　　数

0

112

2

0

金　　　　額

0

0 0

0

0

0

0

0

1,158,109計 157

（注）信用金庫、信用協同組合、農業協同組合及び労働金庫には、それぞれの連合会を含む。

− 31−



0

1,158,109

145

157

0

1,041,326

0

追 認

合 計

(ハ)　保証種類別代位弁済

公 害 防 止

計

12

00

0

129,147

季 節

長 期

0

0

0

0

0

設 備

根 保 証 0

一 括 支 払 契 約

予 約

小 口

経 営 力 強 化

当 座 貸 越

カ ー ド ロ ー ン

労 働 力 確 保

263,535

社 債 引 受 保 証

1

49

0

0

0

2

流動資産担保融資

事 業 再 生

輸 出

そ の 他 31

新 事 業 開 拓

省 エ ネ

中 堅 企 業

創 業 等

手 形 割 引

225

0

37,059

0

0

254,531

0

0

0

0

0

738

0

1

0

0

0

36,576

0

0

18

小 売 商 業

0

危 機 関 連

海 外 投 資

輸 出 関 連

事 業 転 換

国 際 経 済

体 質 強 化

特 定 地 域

180,453

36,438

特 別 保 証

災 害

116,783

金　　　　額件　　　数

17

8

（単位：千円）

普 通 保 証

経 営 安 定 関 連

12

区　　　分

13,443

0

0

2

1

0

0

0

3

0

0

83,520

0

5,659

0

0

0

0
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ニ　回　　　　　　　収

２ 年 度

元 年 度

３０ 年 度

２９ 年 度

２８ 年 度

２７ 年 度

２６ 年 度

２５ 年 度

２４ 年 度

２３ 年 度

２２ 年度以前

5

0

0

51,955

58,040

33,243

15,176

34,8760

24,860

37,045

(イ)　保証承諾年度別回収　

36,271

3

3

5

49 396,084

区　　分

0

0 14,893

（単位：千円）

金　　　　額件　　　数

計

2

702,44267

保証承諾年度

0
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２ 年 度

元 年 度

３０ 年 度

２９ 年 度

２８ 年 度

２７ 年 度

２６ 年 度

２５ 年度以前

4

37

区　分

代位弁済年度

(ロ)　代位弁済年度別回収　

計

2

7

7

3

702,442

58,654

29,523

54,527

10,439

件　　　数 金　　　  額

48,948

3 72,981

168,018

（単位：千円）

67

259,351

4
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0

0 0

0 0

0

(単位:千円)

　　フ　　ァ　　ン　　ド　　名

（８） 債権譲受業務の状況

　　組　　成　　総　　　額

　　出　　　　資　　　　額

　　回　　　　　　　　　収　

　　譲　受　債　権　償　却

　　譲　受　債　権　残　高

（９） ファンド出資業務の状況

(単位:千円)

区　　　　　　分 件　　数 金　　　　　　額

　　譲　　受　　債　　　権　 0 0

　　組　　成　　総　　　額 300,000

　　出　　　　資　　　　額 3,000

秋田再生可能エネルギー投資事業有限責任組合

 秋田市中小企業振興投資事業有限責任組合

(単位:千円)

　　フ　　ァ　　ン　　ド　　名

210,000

5,000
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（単位：円）

3,183,870,348

2,572,880,752

6,114,786

239,334,845

0

1,677,696

20,364,174

9,930,850

318,358,000

15,209,245

経常支出 2,212,570,202

783,162,807

役 職 員 給 与 408,699,553

退 職 給 与 引 当 金 繰 入 30,495,220

そ の 他 人 件 費 83,335,451

旅 費 1,824,641

事 務 費 143,129,659

賃 借 料 11,478,167

動 産 ・ 不 動 産 償 却 23,054,154

信 用 調 査 費 3,531,955

債 権 管 理 費 50,819,316

指 導 普 及 費 7,268,171

負 担 金 19,526,520

0

1,352,122,299

75,793,109

1,491,987

経常収支差額 971,300,146

経常外収入 2,647,406,045

93,420,230

1,081,332,125

182,352,403

1,288,486,505

保 険 金 1,112,146,168

損 失 補 償 補 て ん 金 176,340,337

0

1,814,782

経常外支出 3,574,518,737

1,505,046,985

0

0

1,000,000

4,328,250

2,013,793,248

49,885,892

464,362

経常外収支差額 -927,112,692

制度改革促進基金取崩額 　 0

収支差額変動準備金取崩額 0

当期収支差額 44,187,454

22,000,000

22,187,454

有 価 証 券 ・ 配 当 金

経常収入

保 証 料

金　　　　　　　　　　額

２．収支計算書（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）

預 け 金 利 息

事 務 補 助 金

雑 収 入

借 入 金 利 息

責 任 共 有 負 担 金

調 査 料

延 滞 保 証 料

損 害 金

譲 受 債 権 償 却

信 用 保 険 料

雑 支 出

責 任 共 有 負 担 金 納 付 金

有 価 証 券 償 却

償 却 求 償 権 回 収 金

責 任 準 備 金 戻 入

基 本 財 産 繰 入 額

業 務 費

 　　　科　　　　　目

責 任 準 備 金 繰 入

求 償 権 償 却 準 備 金 繰 入

そ の 他 支 出

収支差額変動準備金繰入額

求 償 権 償 却

雑 勘 定 償 却

退 職 金

求 償 権 償 却 準 備 金 戻 入

求 償 権 補 て ん 金 戻 入

補 助 金

そ の 他 収 入
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金 額 金 額

0 17,899,594,853

現 金 0 基 金 10,847,936,681

小 切 手 0 基 金 準 備 金 7,051,658,172

13,885,106,421 0

当 座 預 金 0 4,791,397,216

普 通 預 金 178,507,078 2,013,793,248

通 知 預 金 0 49,885,892

定 期 預 金 13,700,000,000 444,714,216

郵 便 貯 金 6,599,343 4,095,359,315

0 335,498,574,045

18,634,707,968 0

国 債 0 保 険 金 0

地 方 債 8,897,410,000 損 失 補 償 補 て ん 金 0

社 債 9,734,297,968 0

株 式 3,000,000 長 期 借 入 金 0

受 益 証 券 0 （うち　日本政策金融公庫分） 0

7,120,601 短 期 借 入 金 0

新 株 予 約 権 0 （うち　日本政策金融公庫分） 0

フ ァ ン ド 出 資 7,120,601 収支差額変動準備金造成資金 0

347,764,517 8,566,547,681

事 業 用 不 動 産 299,092,278 仮 受 金 5,819,588

事 業 用 動 産 48,672,239 保 険 納 付 金 53,763,507

所 有 動 産 ・ 不 動 産 0 損 失 補 償 納 付 金 6,881,914

4,095,359,315 未 経 過 保 証 料 8,494,500,900

335,498,574,045 未 払 保 険 料 2,924,220

151,169,369 未 払 費 用 2,657,552

0

740,064,230

仮 払 金 1,200,000

保 証 金 0

厚 生 基 金 97,060,000

連 合 会 勘 定 0

未 収 利 息 43,200,639

未 経 過 保 険 料 598,603,591

373,359,866,466 373,359,866,466

３．貸借対照表（令和３年３月３１日現在）

基 本 財 産

制 度 改 革 促 進 基 金

動 産 ・ 不 動 産

預 け 金

（単位：円）

現 金

責 任 準 備 金

収 支 差 額 変 動 準 備 金

保 証 債 務

損 失 補 償 金

雑 勘 定

損 失 補 償 金 見 返

求 償 権 補 て ん 金

借 入 金

雑 勘 定

譲 受 債 権

そ の 他 の 有 価 証 券

求 償 権

退 職 給 与 引 当 金

有 価 証 券

金 銭 信 託

求 償 権 償 却 準 備 金

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

科 目 科 目

保 証 債 務 見 返

合 計合 計
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科　　　　目 科　　　　目

現 金 責 任 準 備 金

預 け 金 求償権償却準備金

金 銭 信 託 退職給与引当金

有 価 証 券 損 失 補 償 金

そ の 他 有 価 証 券 保 証 債 務

動 産 ・ 不 動 産 求償権補てん金

損 失 補 償 金 見 返 借 入 金

保 証 債 務 見 返 雑 勘 定

求 償 権

譲 受 債 権

雑 勘 定

合 計 合 計

正 味 財 産

0

0

13,885,106,421

350,668,874,397

4,095,359,315

335,498,574,045

４．財産目録（令和３年３月３１日現在）

（単位：円）

負　　　　　　　　　　債

0

18,634,707,968

444,714,216

2,013,793,248

資　　　　　　　　　　産

金　　　　　額

49,885,892

金　　　　　額

0

8,566,547,681335,498,574,045

151,169,369

22,690,992,069

4,095,359,315

373,359,866,466

347,764,517

7,120,601

0

740,064,230
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